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は じ め に
１.「交流史」編集に寄せて
桃山学院大学（大阪府和泉市)・啓明大学校（韓国大邱市）間で学術文化交流協定が1981
年12月に調印された。調印後，2016年末には35年を迎える。
この間交流は，学生，教員，職員へと展開し，全学的かつ包括的なものとなっている。そ
こで，これまでの交流の歩み（経過と枠組み）をたどると共に，両大学（主として本学）の
教育研究へのインパクトを明らかにしたい。私たちの意図をくんで，協力を惜しまれなかっ
た本学総合研究所の村上あかね所長，および総合研究所職員各位に対して謝意を表したい。
上記の目次（編集案）は本論稿の予定であるが，2014年からの構想が2015年度 1 年では完成
には至らず，2016年に亘ることになった。完了部分から順次，桃大『総合研究所紀要』に掲
載していくこととしたい。
本稿は桃山学院大学総合研究所が始めた事業ではない。事実経過に基づくものであるとは
いえ，長い間，啓明大学校との国際交流に関わってきた編著者たちの経験に基づく論稿であ
る。従って，各項には執筆者名を記載することにする。また，内容については各執筆者にゆ
だねたので，一部重なる部分も認められる。
今回で完了には至らなかったが，私たちは，この事業によって，桃山学院大学と啓明大学
校との交流経緯が詳らかになるとともに，他大学においても今後の国際交流を進めるに当たっ
て，参考になることも少なくないと期待している。なぜなら，両大学間交流は，日韓学術交
流で最も長い歴史を持つと同時に，学生から教職員まで，かつ多角的な交流が推進されてお
り，このような事例は他大学には見られないと思われるからである。それゆえ，他の教育研
究機関にも，桃山・啓明両大学交流の経験に基づく識見は示唆を与えるものと期待している。
今回の「交流史」執筆に当たって，関係諸部署，特に桃山学院大学総合研究所，同国際セ
ンターの協力に感謝したい。また，私たちの他に，経営学部の三宅亨教授がこのプロジェク
トに加わったことは力強い。同教授はかつての国際センター長として，また歴史文化セミナー
や韓国語研修の引率者としても交流に深く関わってきた一人である。また，啓明大学校経営
大学の鄭基淑（チョン・キスク）名誉教授らの協力にも感謝したい。鄭教授は交流協定締結
を本学に申し入れた当事者であると共に，協定推進担当機関の啓明大学校産業経営研究所長
も歴任された方でもある。
この35年に達する交流の中で，多くの功労者：教授，職員，学生が思い浮かぶ。今は亡き
ひとびと，退職者など枚挙にいとまがない。このような両大学関係者たちの努力にも深甚の
謝意を表したい。 （徐，伊代田）
２．日本の大学の国際化と「民際交流」の展開
大学の国際化が叫ばれて久しい。それはユニバーサルという大学の本質的な意味から，そ
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の国際性を顕在化し，研究上に国籍のカベや国境がないことを指すためであろうか。あるい
は，国際的なレベルでの共同研究等を通じて，創造的な知見が形成され，さらに学術の交流
が盛んになることが期待されているからだろうか。敗戦後の日本において，国公立大学，い
な公務員に関係のない私立大学までもが，外国人研究者の採用を忌避していたことは，普遍
的な眞理を追求し教育すると自称する大学としては，まことに理不尽な実態であった。
筆者は1972年１月から,「在日韓国・朝鮮人大学教員懇談会」(2012年８月20日，在日韓朝
鮮大学人協会と改称）を組織し，多くの日本人碩学の支援をえて,「国公立大学外国人教員
任用」運動を開始した。時の永井道雄文部大臣と会見して要望書を提出し，国立大学協会長
（林健太郎東京大学総長)，公立大学協会長（森川晃卿大阪市立大学長)，日本学術会議会長
（越智勇一麻布獣医大学長)，日本私学振興財団（時子山常三郎理事長）らと協議しつつ，
10年の歳月を費して，1982年 8 月20日,「国公立大学外国人教員任用法」を獲得した（日高
六郎・徐龍達『大学の国際化と外国人教員』第三文明社，1980を参照)。
文部科学省の2015年末統計によれば，国公立大学の外国人採用は，世界各国から3,088人
に達しており，大学の国際化はそれなりに進行している。その運動過程で，筆者は「アジア
関係講座の開設｣，｢外国人教員の採用」など 3 項目を，文部省と私学振興財団が「特別助成
項目」に含めるよう働きかけ，その認定により，桃山学院のみならず全国の大学に莫大な恩
恵を与えることとなった。
ところで，学問研究の領域では，国際化や国際交流は単なる飾り文句であってはならず，
民族や国籍にとらわれない，国境を超えての眞理探求への共鳴が必要である。いわゆる学際
的な共同研究体制の組織化や，研究内容の深化がつよく要請されるのである。
前述のように，定住外国人（Permanent alien residents）の働きによって，日本の大学で
の外国人教員任用差別が撤廃され，私立大学も目覚めるうちに，諸外国大学との国際交流の
必要性が高まってきた。外国人研究者との共同研究，日本人研究者の海外研修・留学なども
質量ともに増大する見通しのうえで，筆者は近隣諸国，とりわけ韓国の大学との交流を心掛
けたのである。それは，近代における大日本帝国の発展は，その実，侵略と植民地支配によ
るもので，アジア各国にはその遺恨が累積しているからである。海外大学との国際交流―教
職員や学生を含めた「民際交流」によって，国籍にとらわれない人間と人間の新しい関係が
芽生え，異文化との協調と相互理解が進むのではないかと考えた。異文化との接触によって
文化的な活力が生まれ，学術文化が飛躍的に発展して，民心を潤すようになる。このことは
むしろ，日本人研究者が率先して考究すべき課題ではないかと思う昨今である。
幸いにして，桃山学院大学は適格な交流大学を選定した。啓明大学校は，1981年当時にお
いてすでに日本の言語，文化研究所などを設置し，経営，経済，外国語，人文，理工，音楽
など 7 カレッジを擁する総合大学で，学生の質も高く桃山学院大学の比ではなかった。現在
では，医学部を含めて大学院，学部いずれも15単科大学 2 万６千人の学生を擁する韓国有数
の私立大学である。広大なキャンパスに大聖堂，博物館，音楽ホール，国際会館，留学生会
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館など諸設備も萬端整い申し分ない。桃大・啓大構成員相互の切磋琢磨が望まれる所以であ
る。 （徐龍達）
第１章 日韓大学間の学術・教育・文化交流前史
徐 龍達
１．韓朝鮮戦争の「特需」で生き返った日本
日本では一般に「玉音放送」のあった1945年 8 月15日を，第 2 次世界大戦で大日本帝国
（正式名称：日帝）が敗戦を迎えた日だという。だが，東京湾の米艦船ミズーリ号上で,
「降伏文書調印式」が行われたのは 9 月 2 日であった。敗戦＝大戦終結は，論理的に考えれ
ばどちらが正しいのだろうか？ 一方，植民地支配されていた韓朝鮮は,「光復節」として形
式上は民族の解放を喜んだのも束の間，旧日本軍の武装解除目的で臨時に設定された38度線
が，米ソ 2 大勢力の対立抗争を象徴する国境として固定化された。いま，拉致問題や核によ
る脅迫を続けている「朝鮮」国が出来たのは，大日本帝国にも責任がある原罪の未解決部分
であることを日本人は認識してほしい。
敗戦後の日本人も，悪質なインフレの中で悲惨な実態を経験したし，その塗炭の苦しみを
味わい，ドン底生活の糧を探すのに血眼になっていた実情を想いおこして，戦史の真実を子
孫に伝えるべきではあるまいか。
日本政府も敗戦後の高い物価上昇を抑制できず，アメリカの銀行家ジョセフ・ドッジにそ
の対策を仰いだ。ドッジプラン（1949）は緊縮財政等を含む厳しいものだったので，それに
よってインフレは収まったが，日本全体が不況に見舞われた。厳しい不況が回避されたのは，
韓朝鮮戦争によって生み出された特別の輸出需要によってであった。しかも日本が，米軍お
よび国連軍の基地として利用されたからである。特別調達（米国軍および軍人への支出）は
「特需」と呼ばれた。これが，事実上，高度経済成長への跳躍台となった。(Iyoda, M.
Postwar Japanese Economy, Springer, 2010, pp. 345)
たとえば，現在，トヨタ自動車工業（株）が売上台数などで世界 1 で，王座についたと報
道されている (読売新聞2015年10月27日付など)｡ だが, そのトヨタすらが, 敗戦直後の1950
年初期には巨額の借金に苦しみ，赤字に陥り，労働組合のストライキ攻めにあえいで倒産寸
前であった。
そこに「特需」という「神風」が吹きまくった。1955年 6 月25日勃発の「韓朝鮮戦争」
(新造語）で，マッカーサーから「軍用トラック1000台」の注文を受け，莫大な利益をえて
トヨタが生き返ったことを石田退三社長が告白している（『私の履歴書―経済人 3 』日本経
済新聞社，1980年)。｢火事場泥棒」的な値上げ販売で，石田社長が国会に呼びだされての問
責も史実なのだ。トヨタの当時の貸借対照表と損益計算書の比較分析によって，筆者はすで
にその異常な収益実態（３割配当など）を把握している（韓国三均学会『三均主義研究論集』
第39輯補論，2016年で報告)。
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日本のあらゆる産業が，この「特需」の恩恵により旧設備を更新し，高度成長への基盤が
出来上ったので経営者は殆んどが鼻高々であった。つまり，大日本帝国がドイツ・ベルリン
のように，米ソ中英４ヵ国によって分断占領される分割案があったにもかかわらず，東西冷
戦の始まりによって免がれて韓朝鮮が犠牲になった（南北分断)。そのあげく韓朝鮮戦争を
招来して戦勝国以上の「漁夫の利」を獲得した日本人は，その近代史に刻印された「確実な
侵略」の汚点を反省することもなく，経済成長を遂げた。またもや韓朝鮮は，理不尽な逆境
につき落とされた。真の独立どころか，日帝の代りに米ソの「君臨」する分断された南北に
変って今日に至る。
このような歴史的発生史的な見解，ありのままの実体経済史観をここに披瀝するのは，知
識人，文化人らのメッカとされる大学人の思考方式に問題が残されたことを指摘するためで
ある。大学人にも，隣国，いなアジア人蔑視の体質が，経済人や政治家に劣らず温存されて
いる。自らがアジアの一員であることの認識に乏しく，近隣諸国との学術文化交流を一顧だ
にしない時代が続いたのは，大学人の差別体質に起因するものだといえよう。
このような時代背景のもと，敗戦後の約20年間も日本の大学は，私立大学さえも定住外国
人教員の任用を逃避してきた責任は大きい。そのなかで，桃山学院大学という小さな私学が，
徐龍達を1963年４月に専任講師に任用した意義は大きく，教授会構成メンバーに外国人を採
用したのは，日本で初めてであるとの報道もなされた。この快挙が，日本における先駆的な
アジア国際文化交流に先鞭をつけることになった。定住外国人も住みやすい日本の真の国際
化へ，出来ることからやらざるをえなかったのである（徐龍達還暦記念論文集『アジア市民
と韓朝鮮人』日本評論社，1993年刊を参照)。
２．歴史的な桃山学院大学徐龍達ゼミの訪韓団
桃山学院大学と韓国の啓明大学校との公式交流は，1980年 8 月26日から 9 月 3 日の 9 日間
にわたる「第 1 回桃山学院大学韓国歴史文化セミナー」(引率者・徐龍達教授）に始まるが，
日本の大学一般が韓国に目を向け始めたのは，88年オリンピック以降であるから1980年の交
流は早い方である。しかし，非公式の徐ゼミによる主要大学交流親善行事がもっと古く，桃
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徐ゼミ訪韓日程表
３・29 大阪出発，汽車で下関へ
30 下関出航（韓水丸）
31 早朝釜山着，工場見学，釜山大学校商科大学学生と交歓会
４・１ 慶州着，新羅古蹟見学
２ 石窟庵にて日の出見学，仏国寺見学，大邱着
３ ソウル着，中央日報東亜日報の両新聞社のインタビュー
取材と，大韓聖公会訪問
４ 国立墓地参拝，徳寿宮・国立博物館・梨花女子大学校・延
世大学校・高麗大学校見学，ソウル大学校商科大学学生と
交歓会，聖公会センター訪問
５ 昌徳宮・秘苑・ウォーカーヒル見学
６ ソウル出発，釜山着
７ 龍頭山公園見学
釜山出航（韓水丸）
８ 下関着，大阪で解散
訪韓メンバー
指導 徐龍達 助教授
原田兼嗣（OB）
ゼミ代表 古田雄吉
安部史郎 井上良親 今村慶晴
植嶋彰計 上田康吉 浮田好男
大川暢生 越田 稔 繁本尚繁
高木康之 土井昭男 松本 昭
松本光央 安井良次 柳 耕治
大の公式交流の先駆となった経緯をここに明らかにしておきたい。まさしく歴史的発生史的
視角の重視に他ならない。
1968年 3 月29日から 4 月 8 日までの10泊11日間にわたる徐ゼミ行事は,「韓国の主要大学
との学生交流および親睦促進」を目的としたが，できるだけ韓国を広く知るための見学，鑑
賞も多く取り入れられた。初めての企画だというウォンナル旅行社の金鐘学会長とガイドの
心の配りようもすばらしく，セミナー内容も豊富であった。その訪韓日程表は前頁のとおり
であった。それは韓国と日本の学生交流の嚆矢であるとされているが，同時に韓日間大学交
流を開始する先駆けにもなったといえよう。
昔語りにもなる 3 月29日は，夜
９時「急行・天草」での大阪発汽
車の旅，プラス下関から「韓水丸」
(飛行機便はゼイタクの時代）で
の釜山（プサン）行き船の旅，学
生たちは大いにはしゃいだもので
ある。
当時の韓日関係も悪く，韓日会
談反対運動の余燼いまださめやら
ぬ頃，徐ゼミナール 4 回生一同18
人が修復ままならぬ韓国を訪問し
たのである。
3 月31日，筆者の故郷釜山では，国立釜山大学校商科大学の許宗（ホ・ジョンヒョン）
学長（のち釜山大学校総長）は筆者と同じ会計学専攻で旧知，学生たちの交歓会のみならず,
「東莱温泉」入浴と夕食の歓待に与った。釜山本社の金星社，双美繊維（株）の工場見学の
あと，世界的な新羅文化の宝庫，慶州（キョンジュ）史跡の
鑑賞，芬皇寺，鮑石亭，雁鴨池，国立博物館，石窟庵の日の
出観光，仏国寺鑑賞を経てソウルへ。
4 月 3 日，ソウルではマスコミ 2 社の見学とインタビュー
取材，桃山学院同系の大韓聖公会本部礼訪と茶話会での歓迎
会で終った。メインの 4 月 4 日は梨花女子大学，延世大学校
礼訪と見学，高麗大学校では神戸大学先輩・金孝禄（キム・
ヒョロク）教授の取り計らいで,「4.19学生革命記念塔」に
花束を捧げた。ソウル大学校商科大学学生との交歓会も李常
勲（イ・サンフン）教授のお世話に与り有意義だった。
とりわけ，東洋テレビのマスコミセンターの見学は圧巻であった。(当時の白黒テレビニュー
スが記念に残る）
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釜山港に降り立った初訪韓の徐ゼミ一同。右端ウォンナル旅行社
金鐘学会長，前列左 2 人目が徐龍達（1968年 3 月)
国立釜山大学商大の許宗学長
（のち総長）
当時としては初めての日本の大学生
訪韓団だったようで，テレビで「桃山
学院大学学生観光団」として大きく報
道された。翌日はソウルの中心街にあ
る大韓聖公会（桃山学院と同系のキリ
スト教会本部）を礼訪し，李天煥（イ・
チョンファン）大主教（延世大学校理
事長）をはじめ，大学生信者たちとペ
ナント交換，立食パーティの交歓会に
招かれ，記念の交歓写真も残された。
これがおそらく桃大生＝日本の大学生
の韓国訪問団第 1 号だと思われる。
その後も韓国への徐ゼミ旅行は続い
たが，大学への訪問と交歓が始まった
のは，1972年から数年，ソウル東大門
区にある慶煕（キョンヒ）大学校が最
初であった。その数年前，大阪大学に
留学して経済学博士号を取得された金
柄夏（キム・ビョンハ）教授とは面識
があり，その金教授が慶煕大学校の韓
国経済経営史研究所長となられて，徐
ゼミとの交流が始まった。学生たちの
交歓は英語で非常に友好的であり，当
時の趙永植（チョ・ヨンシク）総長と
もご挨拶の機会があった。
いくたびかの交流ののち，期せずし
て慶煕大学校から姉妹大学締結への申
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日本桃山学院大学学生観光団マスコミセンターを訪問
中央日報社訪問での取材
大韓聖公会で李天煥大主教（左）に Suh ゼミのペナントを渡す
学生代表古田君と徐教授
徐ゼミペナントを示す聖公会役員たち
テレビ放映の学生たち
し入れがあり，その旨を当時の桃大学
長にお伝えしたが，残念ながら桃大の
国際交流はゼロの頃で，その認識はまっ
たくなかったのである。桃山学院大学
による国際交流の始まりは，77年のイ
タリア・ボッコーニ大学との交流であっ
たが，それは 1 回だけで継続せず，79
年結縁のカリフォルニア州立大学サク
ラメント校との交流も途中でとぎれた
（桃大総合研究所『桃山学院大学・啓
明大学校交流の歩み』(小冊子)，1986年10月，55～56頁を参照)。
慶煕大学との姉妹校が無理だと判明した後，徐ゼミ訪韓団はカトリック系の西江（ソガ
ン）大学校で副総長の李光麟（イ・クヮンリム）教授（近代韓国史）のお世話になり，研修
の講義と江華島遺跡の現地研修などをお願いした。その間，慶煕大学校の金柄夏教授は，大
邱の啓明大学校に転勤となり，同大学と桃山学院大学との交流が開ける基盤ができたといえ
る。
３．先駆的な桃山学院大学の韓朝鮮学の取組み
日韓両大学の姉妹締結に至った徐龍達ゼミナールの役割以外に，桃大における「韓朝鮮学」
の推進がその背景にあることも見落してはならない。隣国の文化，言語関係講座の開設につ
いては，1970年代の初めから話題になり，カリキュラムの改正を待たずに出来ることから実
施することになった。
まずは，1973年 4 月,「文学文化論特講」科目の内容を韓朝鮮の文化論にすることで合意
し，洪炯圭（ホン・ヒョンギュ）講師と李元植（イ・ウォンシク）講師を迎えることができ
た。1975年10月 4 日の教授会では，翌年から韓朝鮮語を第 2 外国語（選択必修科目）に加え
る決定をした。全国初の開講として翌日付の「朝日新聞」全国版に 7 段記事で紹介され，徐
経営学部長のインタビュー記事も掲載された。
1978年 4 月には「人権教育に関する講座委員会」が発足し,「韓国・朝鮮史」(鄭早苗 チョ
ン・ジョミョ講師）と「韓国・朝鮮文化論」(段煕麟 タン・ヒリン講師）が新設開講され，
両科目の受講学生は，79年度1,516人，80年度2,532人で隣国の歴史と文化を学ぶ学生たちの
意欲は高まった。これは，桃大における人権教育の成果でもあった。
1980年度から設置された人権委員会（初代・ 3 代委員長 徐龍達）では,『定住外国人の
人権』(B5 版122頁）を 4 千部も発行し，学内のみならず学外各機関に配布して，韓朝鮮人
ら定住外国人の人権擁護の必要性を訴えた（1986年 3 月で改訂 3 版発行)。
他方，桃大総合研究所では，1979年 4 月から「在日韓国・朝鮮人の現状分析」(徐龍達代
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韓国聖公会本部（1996年徐訪問時に撮映）
表）のプロジェクトが認められて，共同研究が
始まり，続いて1982年 4 月からは,「在日韓国・
朝鮮人の将来」(徐龍達代表）プロジェクトも
認められて，日本全国の著名な研究者たちが桃
大に結集した。その研究成果は，徐龍達編著
『韓国・朝鮮人の現状と将来―「人権先進国・
日本」への提言―』(社会評論社，1987年）に
結実した。
このような桃山学院大学における韓朝鮮学，
アジア関係講座の開設等は，日本の大学として
は先駆的な取り組みであり，社会的にも高く評
価されたものである。筆者およびその賛同者に
よる共同研究等は，全国的に桃山学院大学全容
体を理解させるに充分な資料となった。1979年
6 月，筆者は非公式に啓明大学校を訪問し，大
学企画室長の鄭基淑（チョン・キスク）教授（徐と同じ会計学専攻）と会見して学術文化交
流の可能性を打診したのである。その交流意義を認めた鄭教授は，1979年11月に大阪外国語
大学の金思（キム・サヨプ）教授と桃山学院大学を訪問され，続いて同年12月，申泰植
（シン・テシク）総長が職員 1 名と共に来学された。1980年 3 月，村田恭雄学長が桃大教育
後援会の品川実男会長と，上記「韓国・朝鮮史」担当の鄭早苗講師を同伴されて啓明大学校
を礼訪され,「韓国歴史文化セミナー」の派遣の可能性を確認された。両大学間の提携具体
化に動き出したのである。品川会長の訪韓は，交流推進にすばらしい「助け舟」にもなった。
「第 1 回韓国歴史文化セミナー」は，1980年 8 月26日から 9 月 3 日までの 8 泊 9 日間，徐
龍達引率団長で，沖浦和光，岡崎守男，武田久義各教授と藤本保徳職員に学生12名，総勢17
名の参加でスタートした。その具体的な内容の報告は，1980年10月 3 日の桃大合同教授会で
徐が報告し,『桃大経済経営論集』第41巻第 3 号にも掲載された。
続いて第 2 回同セミナーは，セミナー内容を充実させて1981年 7 月10日から20日までの10
泊11日間，徐龍達引率団長で，植村省三，菅井勇蔵，全在紋（チョン・ジェムン）各教授に
学生 9 名，総勢13名が参加し，その成果をめぐる座談会記事は,『桃大広報』第 5 号，およ
び『桃大・啓明大交流の歩み』(桃大総合研究所1986年10月刊）に掲載された。さらに，こ
れらの動向が，日韓大学生交流の嚆矢になるとして毎日新聞社から取材の申し入れがあり，
徐龍達稿「韓国歴史文化セミナーを終えて」が同紙1981年 9 月 3 日付夕刊文化欄（全国版）
に掲載された。以下，歴史文化セミナーは毎年の行事となったが，大学間の姉妹大学締結以
後になるのでその詳細は次回にゆずる。
姉妹大学への教授会最終調査団は，総研の伊代田光彦教授を含めて各部署の代表教授 6 名
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日本で初めての人権教育の教材
と職員代表 1 名の計 7 名で構成され，桃大教授会代表団（徐龍達団長）として，1981年10月
29日から11月 1 日までの 3 泊 4 日で啓明大学を訪問した。啓明大学校の現状調査と両大学間
交流に関する意見交換，具体的には日韓経済，社会，文化の共同研究会，シンポジウム，学
術資料の交換，学生交流などについて合意をえた。同年11月13日開催の桃大合同教授会で，
訪韓教授会代表団からの報告と，姉妹大学協定案が承認されて調印式を待つばかりとなった
のである。
４．桃山学院大学と啓明大学校の姉妹大学協定締結
このような日韓文化交流への桃山学院大学全体の取り組みを背景として，栄えある姉妹大
学締結の日を迎えることになった。
桃山学院大学（当時，村田恭雄学長）と韓国大邱市の啓明大学校（申一熙総長）は，1981
年12月14日（月)，午前11時30分から，大阪府堺市西野の桃山学院大学において,「桃山学院
大学，啓明大学校学術・教育・文化交流協定」の調印式が挙行された。啓明大学校からの来
賓は，団長に金栄泰（キム・ヨンテ）教授兼
企画室長，金淇（キム・ヨンギ）貿易大学
院長，李圭夏（イ・キュハ）社会科学大学長，
李賢起（イ・ヒョンギ）日本文化研究所長の
4 名であった。
調印式は徐龍達（ソ・ヨンダル）教授の司
会で，まず村田恭雄学長による次のような挨
拶から始まった｡「日韓両国には不幸な歴史
があったが，学術・文化などを中心に，交換
教授，個々の研究交流，教職員，学生を中心
に，学問だけではなくスポーツ交流も行なっていきたい。また，日韓両国の発展，民間レベ
ルの親善増進に必要な行事も活発に行なっていきたい」と。
続いて，啓明大学校側から日本語が流暢な金淇教授から挨拶があり，参列の関係者27名
注視のなかで村田学長，金企画室長が日韓両国文の協定書にそれぞれサインを行い，調印式
を終えた。
その後，当日の午後 2 時から 3 時まで，桃大総合研究所において①両大学の資料交換に関
する協議が行なわれた。啓明大側来阪教授 4 名と，桃大側伊代田光彦総研所長代理，西川裕
三総研課長と通訳の金学鉉（キム・ハクヒョン）助教授が出席し,「資料交換約定書」の骨
子などを決定した。
続いて当日午後 3 時から 4 時30分まで，②両大学の研究交流等に関する協議が行なわれた。
啓明大側来阪教授 4 名と，桃大側伊代田光彦総研所長代理，菅井勇蔵前経済経営学会会長，
飯塚進社会学会会長，遠山淳学生国際交流委員長，徐龍達訪韓桃大教授会代表団団長と阪田
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村田学長と金企画室長による啓明大学校との学術，
教育，文化交流協定の調印 (1981年桃山学院大学で)
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栄伸総研職員が出席し，共同研究会の交換人員，諸経費，開催時期などを決定した。
以上の①，②の協議内容の詳細は，桃大総研発行の両大学「交流の歩み」(1986年10月）
に伊代田光彦教授が報告している。
協定調印後の第 1 回共同研究会は，1982年 7 月に桃山学院大学において，また第 2 回共同
研究会は，同年12月に啓明大学校で開催された。当初は 1 年に 2 回，両大学で開催されたが，
3 年目の1984年からは毎年 1 回開催となり，研究会の発展に伴って，その名称は1986年から
は「韓・日国際学術セミナー」(または日・韓…）と改称された。2015年で36回のセミナー
を開催することになり，日・韓大学国際交流セミナーの先駆的な歴史を積みあげたことになっ
た。その詳細は，当研究所紀要に改めて掲載される予定である。なお，両大学のセミナー発
表論稿は，啓明大学校では産業経営研究所機関誌『経営経済』に，また桃山学院大学では，
総合研究所機関誌『総合研究所紀要』に掲載されて，その社会的使命を果たしている。
第２章 学術交流など長期継続の背景
伊代田光彦
本学と啓明大学校との間の交流が長きにわたり，継続されている背景としては，第 1 に両
大学トップの理解と推進者が両大学に存在してきたこと，第 2 に交流の項でみられるように，
教員，学生，職員それぞれのニーズに基づく多面的な交流であったこと，第 3 に学術セミナー
に限れば，セミナーの継続推進のシステムが，交流の中で形成されたことが挙げられる。も
ちろん，発表者の意欲および関係者の努力がその背景となっていることは言うまでもない。
１．両大学トップの理解と交流推進者の存在
桃山学院大学の村田恭雄学長（当時）は，国際交流にきわめて積極的であった。本学第 2
番目の「学術，教育，文化交流協定」の締結先は，韓国第 3 の都市大邱の啓明大学校であっ
た。その経緯についてはすでに述べたとおりである。一方，桃山学院大学は，教学面では
「韓朝鮮語」を第 2 外国語として開講（1976年度)，｢韓国・朝鮮史」｢韓国・朝鮮文化論」
を選択科目として開講（1979年度）など全国の大学の中で先進的な取組みをしていた。当時，
徐龍達経営学部教授をはじめ，全在紋・朴大栄・金学鉉・高成廈の 4 名の韓国籍の専任教員
が在籍し，他の大学とは異なる背景があった（徐龍達「韓国と日本の大学交流20年の沿革｣，
2001参照)。
啓明大学校の申一熙総長も国際交流にきわめて熱心であった。そのもとに，金柄夏，金
淇，鄭基淑（いずれも教授）といった熱心な推進者が存在した。特に韓国における研究者の
来日制約，資料入手困難などの状況の下で，学術交流への要請が強かった。
このような状況の中で，日・韓学術交流が重要な事業として進められていった。協定締結
後の桃山学院大学の歴代学長，沖浦和光，稲別正晴，山崎春成，村田晴夫以下いずれも国際
交流に熱心であり，特に稲別正晴学長，山崎春成学長には啓明大学校より名誉博士学位が授
日韓学術・教育・文化交流史 179
与された。その後，2016年２月，徐 龍達名誉教授にも名誉法学博士学位が授与された。本
学からもすでに申一熙総長，金淇教授に名誉博士学位を授与している。
また，歴代の総合研究所長，運営委員，課長以下の職員が一丸となって，これまでのセミ
ナーの歴史を築いてきた意義は大きい。また，韓国歴史文化セミナーの実施，その他学生交
流および交換研究員のお世話等で果たして来た国際センター長以下の教職員に負うところも
大きい。
２．学術交流システムの形成
（１）学術交流について
国際学術セミナーは，当初より両大学間の交流協定締結に伴う本格的な事業として計画さ
れた。交流協定締結の準備段階から，研究交流について協議が始まった。交流締結に先立っ
て桃山学院大学教授会代表団 6 名プラス職員 1 名（団長 徐龍達経営学部教授）が1981年10
月に啓明大学校に派遣された。啓明大学校の実状を確認するとともに，学術交流等について，
率直な意見交換が行われた。研究交流（シンポジュゥム，共同研究会)，資料収集・交換，
交換教授制度などについてである。意見交換の取りまとめを行ったのは，総合研究所所長の
代わりに，国際交流担当委員として上記の代表団に加わった伊代田光彦（経済学部教授）で
あった（｢総合研究所ニュース」No. 17，1981年12月，伊代田)。
同年12月啓明大学校より,「桃山学院大学・啓明大学校 学術，教育，文化交流協定」に
調印のため金栄泰企画室長（教授) 他 3 名が来日した。桃大で「資料交換に関する協議」お
よび「研究交流に関する協議」が行われた。前者の協議には，啓明側訪問者全員と総合研究
所の担当委員（伊代田光彦)，職員との間で，後者については担当委員（伊代田）に加え，
学内各学会の会長，10月訪問団長徐龍達教授の出席のもとに行われた。そこで，研究会につ
いての基本的な枠組みが合意を見た（｢総合研究所ニュース」No. 18，1982年 2 月，伊代田)。
翌1982年 3 月，村田恭雄学長以下 5 名が啓明大学校を訪問し，啓明大学校において改めて
「学術文化交流協定」の確認が行われた。それを受けて,「資料交換約定書」が本学総合研
究所（植村省三所長）と啓明大学校中央図書館（尹亀鎬館長）との間で締結された。続いて，
共同研究会の基本的実施要領が協議のうえ決定された（｢総合研究所ニュース」No. 19，
1982年 5 月，植村)。なお，これまで桃山学院大学での調印を仮調印としていたが（たとえ
ば，総合研究所編「桃山学院大学・啓明大学校 交流の歩み｣，1986年10月)，本稿では協定
書日付通り12月14日を調印日とした。今回啓明大学校からの寄稿者鄭基淑および趙峰震両名
誉教授も12月14日を調印日としているし，1982年３月の交換文書も発見されなかったからで
ある。
国際交流に関する桃山学院大学の状況は，次のようなものだった。村田恭雄学長（1979－
82）は国際交流の推進を重要な方針とし，その推進に積極的であった。1979年 4 月，国際交
流実施委員会を設置し，第 1 回 CSU (California State University）サクラメント校夏期英語
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研修を実施，その後毎年継続的に実施された（1989年まで)。1980年10月 CSU サクラメント
校 Ｗ. Ｌ. ジョンズ学長が来学し,「桃山学院大学・カリフォルニア州立大学サクラメント
校 学術，教育，文化交流協定」が締結された。これが本学と外国の大学との間の交流協定
の第 1 号であった。サクラメント校からも日本研究セミナーのグループが来学した。当時の
本学の重要な目的は学生の英語研修であったので，学術交流面の中心は，教職員研修等で相
互に便宜を図るという形であった。
本学最初の組織的な学術交流は，1977年 8 月，イタリアのミラノ，ボッコーニ大学東アジ
ア社会経済研究所と共催した共同シンポジゥムであった。ボッコーニ大学の同研究所から５
名を招へいし，英語（および一部日本語）で行われた。共同シンポジゥムは盛会裡に終わり，
成功であったが，お返しのない片道交流で終ったことから，国際学術交流で華々しくアドバ
ルーンを上げるようなものについて，本学の雰囲気は慎重であった。桃山学院大学は 5 名の
招待を受け， 2 年後にイタリアでシンポジゥムを共同で開催する予定であった。ところが，
拡大シンポジゥム開催という理由で延期され，桃山学院大学では改めて 3 名の発表者が選ば
れ，内部で研究会が続けられた。しかし残念ながら，再延期，遂には立ち消えとなり， 3 名
の報告予定者の論文を RISEC (Rivista Internazionale di Scienze Economiche e Commerciali, 1980
78 合併号）に掲載することでピリオドとなった。予算手当を欠くことが，中止の主な理由
であった。国際学術交流の窓口となって，不本意な後始末を担ったのは，総合研究所であっ
た。
一方，韓国における学術交流の一般的背景はどのようなものであっただろうか。当時，韓
国から来日して，研究，資料収集を行うためには，通常招請状が必要であった。韓国では資
料を入手するのも容易でなく，購入できる場合も日本で購入する場合の価格の 2 倍以上にな
るといった実状であった。このような状況のもと，研究推進の便宜を図ることも重要であっ
た。研究交流に関連して,「資料交換約定書」の締結，共同研究会の実施，および交換教授
制度に対する強いニーズがあった（｢総合研究所ニュース」No. 17，1981年12月，伊代田)。
このような背景のもとで，日韓文化交流史上，歴史的な桃山・啓明間の学術交流は共同研
究会として発足した。
（２）共同研究会発足と協議書
1982年度より，年 2 回，共同研究発表会は啓明大学校と桃山学院大学で交互に開催する形
で出発した。両大学協議の中で，威勢のよい花火打ち上げよりも，継続性を重視して着実に
成果を上げることに意が注がれた。共同研究会ごとに，反省点を踏まえ，協議書を締結し，
次回の会議を（予算を含め）着実に実施できるよう取り決めが行われた。すなわち，代表団
および発表者の人数，発表形式，言語の問題，費用の負担者，会議日程，発表言語，通訳，
翻訳，刊行物への掲載などの取り決めであった（資料Ｉ（1）付表１)。
共同研究会は発足後，年 2 回交互に行われたが，年 2 回はいろんな点で負担が重いという
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ことがわかり，第 5 回（1984年）より，年 1 回として交互に開催とする変更が行われた。更
に第 7 回より名称を「共同研究会」から「国際学術セミナー」に改称することとした。これ
までの発表者，発表論文については，資料Ｉ（2）付表２を参照されたい。
1985年 3 月，桃山学院大学沖浦和光学長が，桃山学院大学教育後援会の品川実男会長と
共に訪韓した際に，特別協議会が開かれた。交流のための主管部署として，啓明大学校企画
室および桃山学院大学総合研究所が協議会会議録で改めて確認された。伊代田光彦総合研究
所長（経済学部教授，1985－88年度）の就任当時，啓明大学校の事情で交渉代表者は 1 年交
代のようであった。啓明側の事情とはいえ，交渉相手の企画室長が 1 年交代では，交渉に不
安であるという感想を伝えていた。啓明大学校ではその後，どのような学術セミナーの研究
テーマになろうとも，産業経営研究所が窓口となることが決定された（1985年10月)。これ
で，両大学とも，立案，企画，実施の窓口担当部署が一本化されることとなった。これは重
要な点である。
桃山学院大学では，研究所は総合研究所として一つに集約されており，学術セミナー推進
という点で特に問題になる点はなかった。総合大学としての啓明大学校では研究所の数が多
く，産業経営研究所の国際交流予算は，全学の研究所の半分にも達するということで，内部
で問題視されていることも聞こえてきた。ともあれ，窓口担当部署の一本化は，経験を共有
し，事業の継続的実施に有効に機能してきたと考えられる。
（３）使用言語について
発表言語は原則として，母国語で行い，主催校は相手国語に発表原稿を翻訳するとともに，
通訳をつける形式がとられた。発表論文は「討議の概要」を付して，主催校の定期刊行物に
掲載された。桃山学院大学では,『総合研究所所報』(第18巻第 1 号，1992年度より『総合研
究所紀要』に改題）に日本語で，啓明大学校では『経営経済』にハングルで掲載された。
したがって，非開催校発表者の論文内容は，開催校定期刊行物でしか知りようがなかった。
そこで，桃山学院大学では，第 5 回（1984）以降すべての論文を開催・非開催を問わず掲載
することとなった。啓明大学校においては第 6 回（1985）以降同様である。
啓明大学校には，日本語に堪能な教授も少なくなく，かつ日本学科もあり，翻訳および通
訳の問題はなかったように見受けられた。一方，桃山学院大学の方では，ハングルのできる
教職員は限られ，学術発表に対応する体制はとりがたく，大学関係者（一部の教員，非常勤
講師，卒業生，留学生等）に依頼して対応してきたが，翻訳などで業者に委託となれば，相
当のコストが見込まれた。このような背景のもとに，桃山学院大学側から，使用言語を英語
にしてはという意見が，1986年セミナー後の協議会で提起された。桃山側の代表は伊代田光
彦総合研究所長，啓明側の代表は鄭基淑産業経営研究所長であった。
桃山学院大学は，主として，コスト，効率，および当時の国際化の流れをその理由とした。
啓明側からは，金淇教授が代表して，両国の経済，経営，社会，文化等について研究発表
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するのになぜ英語なのか，これまで通り，ハングルおよび日本語を原則とすることでよいの
ではないか，といった意見が表明された。両国の文化的伝統に立脚する哲学的ともいえる主
張であった。議論は，双方が同じ主張を繰り返し，平行線だった。
長時間論議の末，啓明大学校側より，当時，同大学で行われた政治学関係の国際会議につ
いて紹介があった。著名な学者を招聘し，会議は英語で行われ，会議後発表論文のプロシー
ディング（英文）が刊行された。しかし，会議の参加者は少なかったという。多くの参加者
（来聴者）を期待できなければ，何のための国際会議かということになる。この話を聞いて
桃山側は主張を取り下げ，従来通り進めることに同意した。会議の英語化に対して桃山側で
も，当時十分こたえる体制がとれるかどうかについて一抹の不安もあった。第 1 回共同研究
会以来，金淇教授は，発表論文の日本語訳，ハングル訳，通訳と労をいとわれなかった。
退職後も精一杯協力を惜しまれなかった。桃山大学側では，啓明大学側の日本語表現につい
て，徐龍達教授が補足訂正などの所見を加えられた。
その後，英語化の問題は時により提起されたかもしれないが，編集者たちには詳らかでな
い。協議会議事録に発表言語として母国語とともに英語が加えられたのは，第23回（2003年）
であった。桃山学院大学でも英語に堪能な所長，委員が現れるようになったことを反映して
いる。2011年啓明側から,『経営経済』のレフリー化と会議の拡大（これに伴う会議の英語
化）問題が提起された。
（４）国際学術セミナーの拡大と英語化
大学の国際化と大学間のグローバル競争の進展の中で，研究面での成果が求められるよう
になってきた。この要請の中で啓明側の組織的な対応として，定期刊行物のレフリー化実施，
「国際学術セミナー」を 5 か国以上に拡大する提案がなされた。レフリーのある刊行物の評
価が高いとか， 5 か国以上でないと「国際学術セミナー」の評価対象になり難いといった点
を根拠とする。啓明大学校では，これらの視点からの学術的評価が，職位，俸給に反映され
るので， 2 大学間だけの国際学術セミナーへの参加意欲は弱まっているという。この状況を
解決しようとする提案であった。
これらの問題について，桃山側では対応に時間が必要であった｡『総合研究所紀要』のレ
フリー化は当面ペンデングであるが，桃山側の発表論文がレフリーに従って，掲載されるこ
とは受け入れるとした（2013年)。2013年桃山・啓明第34回国際学術セミナー後の協議会で
は率直な意見交換がなされた。
桃山側は伊代田光彦所長代理（経済学部教授)，啓明側は崔晩基（チェ・マンギ）産業経
営研究所長（経営大学教授）をそれぞれの代表として協議を行った。啓明側は会議の英語化，
５か国程度に拡大化の案を提起してきた。その背景は，コストの削減，国際的評価基準に対
応，内部参加者へのセミナー参加意識の喚起などであった。
これに対して，桃山側の基本的立場は決まっておらず，伊代田（所長代理）が訪問団メン
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バーの意見を踏まえて対応した。国際会議の拡大は，コスト面で 5 年に 1 回となり，軽減さ
れるであろう。組織運営の体制確立とともに，持ち回り主催者年における大きな負担に対す
る覚悟が必要である。 5 大学を超えれば,「学術セミナー」をクロウズドにするメリットが
問われることにもなろう。 5 年に 1 回とはいえ，準備とりわけ費用負担に，東アジアの日本，
韓国，中国，台湾の大学はともかく，欧米，他の大学になじみがあるだろうか，などの疑問
が提示された。会議の英語化について，その方向性はよいとしても，日韓のたとえば文学作
品比較は両国の言語に基づくのが適当なケースもありうる。
桃山学院大学側は，いくつかの疑義を提示し， 2 大学間から 5 大学間への再編に対しては，
慎重な検討が必要であろうという立場であった。30数年継続している「国際学術セミナー」
を発展的に解消するという方向性への合意には至らなかった。それゆえ次回（第35回，2014
年）のセミナー開催要領は概ね従来通りとなった。
第34回協議会は 3 時間余に及び，英語化，両大学における発表論文の掲載言語等について
も論議した。啓明大学校の国際交流，学術交流に関わってきた崔晩基所長と伊代田光彦所長
代理は，セミナー初期の頃からの付き合いである。互いに忌憚のない意見交換を帰国のため
釜山（プサン）へ向かうバスの中でも，およそ 1 時間行った。
啓明大学校申一熙総長および桃山学院大学本間法之副学長より,「両大学間の関係は実の
ある実績を挙げており，この貴重な関係をさらに継続的に発展させていきたい」という趣旨
の表明が，開会式，晩餐会でなされた。｢国際学術セミナー」に関わる問題もこの基本的な
精神のもとに論議を重ねていく。この基本的認識は重要であり，将来への課題は，相互の事
情を踏まえて，解決の途を探る必要があろうということで両代表者の意見は一致した。(第
34回国際学術セミナー協議確認書―協議および啓明側からの検討申し入れについて―，2013
年11月17日，訪問時の所長代理・伊代田光彦)。
３．教育研究へのインパクト
第36回（2015）までの国際学術セミナーの統一テーマは，資料Ｉ（3）の通りである。セ
ミナーの報告集は統一テーマに従ってⅠ～Ⅸまで27年間分が日本語およびハングルで刊行さ
れている（資料Ⅰ（4）参照)。
第36回（2015）までの発表論文数は両大学とも75編であり，複数回発表者も含め延べ発表
者数は77名（桃山学院大学) と76名（啓明大学校）であった。発表論文の内容についての評
価は難しいが，筆者の知る限り，各自の研究の総括的なもの，すでに一定の評価を得た論文，
日韓比較への新たな試み，若い研究者では学位論文のもとになるものなどが多くを占めてい
る。日韓の比較研究に関わる論文も少なくなく，タイトルの中にそのことが読み取れるもの
だけでも33編みられる。また英語論文は1999年以降増加しており，16編に達している。
発表論文には，それぞれの大学の水準を示そうとするような意図や，日韓比較という研究
領域拡大の意図もうかがえる。このことが直接・関接に教育研究の充実にインパクトを与え
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ているであろうことは十分予測される。ひいては，両国文化の理解にも貢献しているものと
考えられる。研究には批判的な視点があって当然であるとしても，相互に訪問し，議論し，
食事を共にすることが，文化の相互理解を促すものであることに疑問の余地はないであろう。
なお，国際学術セミナー以外での学術文化交流としては，交換研究員制度（1989年度以降
受入れおよび派遣）による交流，徐龍達名誉教授による啓明大学校での特講など多数あり，
その詳細については次回の資料で紹介したい。
第３章 啓明大学校産業経営研究所元所長の評価
１．桃山学院大学との学術・教育・文化交流に対する所懐
啓明大学校名誉教授 鄭基淑（チョン・キスク）
（１）桃山大・啓明大交流開始前後の韓・日関係
徐龍達（ソ・ヨンダル）博士から，啓明大学校と桃山学院大学間の交流に対する所感を書
いてほしい，との依頼を受けた。すると，39年前からの記憶が今更のように走馬灯のごとく
よみがえり，感慨無量の感を禁じえなかった。
1979年 6 月ごろだったと思う。徐龍達教授が啓明大学校を訪問され，学術交流に関する意
見を開陳された。それに応じて，当時，啓明大の企画室長を担当していたわたしは，同年11
月初旬，桃山学院大学を訪問して両大学の交流を模索した。その時，啓明大学校招聘教授だっ
た金思（キム・サヨプ）大阪外国語大学教授が同行された。
その当時にしても，韓国の大学などが，日本との交流は文献中心の資料蒐集とケースバイ
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国際学術セミナー発表論文数・発表者数（第 1 回～36回)
桃山学院大学 啓明大学校
発表者数 総数 77 (2)1) 76
発表者発表回数内訳 １回 68 69
２回 6 6
３回 0 1
４回 1 0
発表論文数 総数 75 75
内 日韓比較に関するもの2) 11 22
英語3) 10 6
注：１）カッコ内は非専任教員の共同発表者。２）タイトル（サブタイトルを含
む）から判断。３）英語発表は1991年の 1 編を除き，1999年以降。
付記
2015年には，国際学術セミナーに関連し，啓明大学校側の体制に大きな変化があった。国際学術セミ
ナー実施の主管部署であった産業経営研究所は廃止となり，これに代わって経営大学が窓口となった。
産業経営研究所が編集していた『経営経済』も廃刊となった。
2014年11月12日付の協議会議事録に従って国際学術セミナーは開催されたが，簡素化の方向で取り組
むこととなった。(1）英語発表を原則とする。(2）セミナー発表を 1 日にし，滞在日程を 1 日短縮する。
さらに，(3）発表論文は双方の紀要等に投稿の義務は課せず，発表者の判断に委ねる。このような方向
がどのように帰趨するかはなお流動的であり，今しばらく推移を見守りたい。なお，桃山学院大学の主
管部署および体制は従前通りである。
ケースの挨拶交流程度が大部分であって，直接に交流協定を結んで持続的に学術・教育・文
化の交流をはかるようなケースは殆んどなかった。したがって，啓明大学校と桃山学院大学
が交流を始めるとなれば，啓明大学校の関係者が桃山学院大学という窓口を通じて，日本の
学術・教育・文化に接することになる。また同時に，桃山学院大学の関係者が啓明大学校と
いう窓口を通じて，韓国の学術・教育・文化に接することになることは自明の理である。
俗に，韓国人は日本を「近くて遠い国」だと表現している。おそらく日本人たちもそのよ
うに考えているものと思われる｡「近くて遠い国」ということは，地理的には近くとも，感
情的にはお互いに疎通しておらず，強いていえば敵対的な関係にあるという表現にもなりう
る。
未来の韓日関係は，つまるところ「近くて遠い国」になってはいけない。その間，韓日両
国は，歴史的な経験と政治という外風のせいで疎遠になり，国民感情が傷つく場合が多かっ
た。これを解消するためには，雑然とした政治的な妥協よりは，信頼できる個体間の疎通と
相互に配慮する精神が特に必要である。また善意の競争を行いつつ，協力し合うことが必要
である。そのような意味からして，両大学の学術・教育・文化の交流は，両国の友好増進と
発展に役立つことは明らかである。
やがて1981年12月14日，啓明大学校の申一熙（シン・イルヒ）総長と桃山学院大学の村田
恭雄学長間において，学術・教育・文化交流協定が締結された。さらに,「資料の交換約定
書」が啓明大学校中央図書館の尹亀鎬（ユン・キホ）館長と，桃山学院大学総合研究所の植
村省三所長との間で締結された。
（２）第 1回「桃山大・啓明大共同研究会」の概要と産業等の見学
両大学の第 1 回学術交流セミナーは共同研究会として，1982年 7 月22日，桃山学院大学に
おいて開催された。金淇（キム・ヨンギ）教授が,「韓日経済比較研究の比較経営学的方
法」のテーマで，鄭基淑（チョン・キスク）教授が,「韓日会計公示制度の比較」というテー
マで発表して討論が交わされた。次の日 7 月23日には，大阪府箕面市に所在する大阪テキス
タイルセンター（後に COM ART HILL と名称変更。COM は Communication Commerce
Community の略字）と，大阪府茨木市に所在する松下電器産業（現在のパナソニック)（株）
テレビ事業部を見学した。
当時の状況をみれば，大邱市の主要産業は繊維産業中心であったが，そのなかでも，製織
と染色中心だったのが発展の限界に直面していた。それゆえ，大邱の繊維業界では，大阪の
先進的な繊維産業を模索研究するために苦心していた。大阪は船場の繊維卸売商たちが，箕
面市に移転して，20余万坪の土地にアパレルとファッション機能を備えた野心的な事業を展
開していたのである。
大邱（テグ）の業界と学界の関心事は，この大阪モデルをどのようにして大邱の繊維産業
に適用させることができるのかにあった。この分野に関心の強い筆者にとっては，今回の見
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学は非常に役に立ったのである。それゆえ，わたしは COM ART HILL をモデルとする大邱
繊維産業流通団地の造成を提案することにしたのである。
次に，松下電器産業（株）のテレビ事業部の訪問で印象に残った点は，見学できるコース
が一定されていた（制限された）こと，および作業中の従業員たちが，誰一人も見学訪問者
を見ようとしなかったこと（作業に集中）である。案内人によれば,「エリザベステイラー
女優が訪問見学した時も同様にふり向かなかった」といっていた。当時の韓国の工場は，見
学コースが設定されておらず，作業員の側を通りながら見学するのが一般的であった。桃山
学院大学側が誠意をもって，親切に見学場所を案内されたことも印象深く記憶に残っている。
しかしながら，松下電器産業（株）のテレビ事業部は,「世界の変化は本当にわからんも
のである」という真理を代弁しているようだった。世界の電子産業を主導していた松下電器
産業（株）テレビ事業部が衰落するようなことは，誰が予想できたであろうか（のち，パナ
ソニックに体制変革へ)。
両大学の学術セミナーは，第 1 回から 4 回までは年 2 回ずつ交互に開催され，第 5 回から
は年 1 回の開催となった。学術交流セミナーを，2015年までに36回も開催できたことは，韓・
日両国のどの大学も実行することのできなかった模範的な事例（巨事）となった。このよう
な交流は，今後も質的，量的にもいっそう深化させ，拡大されるべき事業だと信じる。
（３）｢日・韓国際学術セミナー」36回への発展
桃山学院大学との学術交流の過程で，いろいろな人士たちと接することができた。特に記
憶に残る研究者は，徐龍達教授，植村省三教授，中田信正教授，庄谷邦幸教授，伊代田光彦
教授，全在紋教授たちである。徐教授とは現在も,「韓・日会計史の研究」で意見を交換し
ているが，徐教授は会計史分析のみならず，韓・日関係史と在日韓朝鮮人の人権擁護のため
に奮闘中であり，感歎せざるをえない存在である。
また，伊代田教授の緻密な研究に対する姿勢も忘れることができない。その逸話の一つを
紹介しておこう。わたしが1985年から1987年まで，啓明大学校産業経営研究所長の頃だった。
伊代田教授がある時「啓明大学の出版物をなぜ桃大に送ってくれないのか」と督促されたの
である。わたしは不思議に思って,「中央図書館，企画室などの関連ある部署へ，出版物を
送る義務があるのか？」とたずねたところ,「みんなは知らない」といわれた。そうこうす
るうちに,『桃山学院大学・啓明大学校 交流の歩み』という小冊子（桃大総研，1986年10
月刊）が日本から送付された。その小冊子の中に，啓明大学中央図書館館長と桃大総研所長
によって協定された「資料交換約定書」(1982年 3 月12日付）が掲載されていた。すぐに中
央図書館に「資料交換約定書」の保存状態を確認したところ,「保存されていません」との
返答があった。そこで「交流の歩み」を（図書館等に）呈示して，遅れ馳せながら，公表資
料等を日本桃大へ郵送したのである。
『交流の歩み』 に関する（職務怠慢）事例のように，ある事件などをきちんと整理して，
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後代の担当者に伝達することそれ自体が，合理的精神であり創造の道標である。マックス・
ウェーバー（Max Weber, 1864～1920，社会経済学者）は，中国が世界で最初に火薬を発明
したけれども，合理的な思考が欠如していたため，火薬技術を発展させることが出来なかっ
たと指摘したことがある。マックス・ウェーバーの指摘を敢えて引用するまでもなく，桃山
学院大学の上記のような姿勢は，われわれ（韓朝鮮人）が絶対に学ばなければならない。
桃山学院大学を初めて訪問したとき,「大学内の食堂と売店が，消費生活協同組合（？）
の体制で運営される」話を聞いて,「韓国とはあまりにも違う」という考えをもったことを
思い出した。韓国は，大学当局の収益事業の一環として運営される場合が普通である。協同
組合形態での運営は，その便益が利用者（組合員）に帰属するのが一般的である。それゆえ，
大学の構成員がその運営に関心をもつようになり，結果的に合理的な運営の妙が活かされる
のである。
桃山学院大学では，学長の選挙に際して，投票を教授のみならず，事務職員も行使できる
話を聞いて,「桃山学院大学は民主的な手続によって大学を運営しているな」との考えを持
つに至った。韓国の私立大学は，その人事権と財政権が，すべて財団法人に独占されている
ので，多少の相違はあっても財団の横暴ぶりは甚だしい。大学総長は教員が選出するのでは
なく，財団が任命するので，財団の横暴を制御することは難しい。それゆえ一時期，韓国の
大部分の大学では，総長を選出しても，保守的な政権が「大学支援」というインセンティブ
を発揮して就任を阻んできた。甚だしくは，国立大学の事例で，教授たちが選出した総長を，
大統領が何等の理由も明示せず，数年間も任命しない場合も多々あったのである。
（４）国際学術交流発展への啓明大学校側の一課題
今にして思うことは，啓明大学校と桃山学院大学間の「学術・教育・文化交流」は，より
いっそう拡大されることが望まれる。これまで実施されてきた学術セミナーも，持続される
べきであり，特徴あるテーマを定めて数年にわたって深く共同研究することも必要であろう。
ところで，この「学術・教育・文化交流」を，桃山学院大学では総合研究所が継続して管
掌している。だが啓明大学校では，当初は大学企画室で担当し，その後長らく産業経営研究
所が主管部署として管掌してきたが，2015年その産業経営研究所が廃止・閉鎖され，経営大
学が管掌することになった。
桃山学院大学との学術セミナーは，産業経営研究所の知的資産のみならず，啓明大学校が
対内・対外的に誇りうる知的財産でもあった。研究交流の管掌機関が右左に所属が変更にな
れば，研究交流の持続的発展に支障を招来しかねない。ところで,「啓明大学校で（かなり
歴史のある）最古の研究所がなぜ閉鎖されたのか？」と問えば，誰も明確に答えることが出
来ない状態である。30有余年も啓明大学校に全身全霊で勤務してきた一教員として，人間的
な悔恨を痛感する｡『史記』周本紀第四の「王三十四年 王益厳 國人莫敢言 道路以目」
(王が法を厳しく適用するので，国民はものが言えない）という句節が思い出され，錯雑し
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た心境にある。
（2016年 4 月 1 日）
桃山学院大学名誉教授 徐 龍達訳
２．啓明大学校と桃山学院大学の国際交流に対する素懐
啓明大学校グローバル創業大学院名誉教授 趙峰震
今から35年前，韓国人にとって日本は，本当に近くて遠い国であった。地理的には最も近
い国だったが，韓国人の感情からすれば，とても遠い他国であった。また，決して友好的な
国でもなかった。したがって，相互の訪問や文化的交流もあまりなかったし，両国間の学問
的交流も多くない時代であった。じっさい，その当時の韓国からすれば，国際的な感覚も十
分でなかったし，大学の学問的発展も国際交流ができる力量も，十分には整っていなかった。
（１）近くて遠い国
このような時期に，韓日両大学間において共同研究会を毎年持つということは，特別な
「事件」であった。じっさい，韓日学術交流を始めるにあたり，多くの方々の尽力があった。
ことの始まりは，1979年11月の鄭基淑（チョン・キスク）企画室長による桃山学院大学訪問，
そして同年12月の申泰植（シン・テシク）総長による桃山学院大学訪問を通じて，事前協議
がなされた。また，1980年 3 月には，桃山学院大学の村田恭雄学長をはじめとする訪問団が
啓明大学校を訪問し，具体的な協議を重ねた。1981年，日本から徐龍達（ソ・ヨンダル）教
授を団長とする 6 名の桃山学院大学教員と 1 名の職員が啓明大学校を訪問し，同年12月14日
に本校の申一熙（シン・イルヒ）総長と桃山学院大学の村田恭雄学長が〈啓明大学校桃山
学院大学 学術，教育文化交流協定書〉にサインすることにより始まった。
（２）啓明・桃山共同研究会
1985年，名称が変わる時までは「啓明・桃山共同研究会」という名称が使われた。第 1 回
国際共同研究会は，1982年 7 月22日に桃山学院大学で開催された。韓国において，当時の産
業経営研究所長であった金淇（キム・ヨンギ）教授を団長とする 5 名の教授が参加して発
表会を持った。第 2 回国際学術セミナーは，1982年12月に，日本の桃山学院大学の総合研究
所長・植村省三教授をはじめとする一行 5 名が啓明大学校を訪問し，現在の東山キャンパス
東西文化館大会議室において，韓日共同研究会が初めて持たれた。当初の 2 年間は， 7 月と
12月に，各々日本と韓国で 2 度の発表会をもつ，意欲に満ちた行事であった。しかし， 2 年
間にわたる交流セミナーを実施した後は，毎年 2 度もの国際学術交流行事をもつということ
は，両校には経済的にも負担となった。桃山学院大学からの提案をうけ，相互に合意して，
これを1984年からは毎年 1 回に縮小し進行することとなった。
私は，1983年 7 月20日に大阪空港に到着し，日本を離れる25日まで進行された第 3 回共同
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研究会の際に，発表者の資格で桃山学院大学を訪問することになった。そのとき一緒に参加
した教授らは，経営大学長で産業経営研究所長でもあった金淇教授が引率団長として同行
したのであった。初日の発表は，社会科学大学の姜泰景（カン・テギョン）教授が「独寡占
企業の集中度と収益率」というテーマで発表した。続いて，経営大学の李炳贊（イ・ビョン
チャン）教授が「韓国の繊維製造業の生産性向上」というテーマで発表した。私は昼食後，
鈴木幾多郎教授（マーケティング専攻）の司会により,「購買意思決定の役割構造」につい
て発表した。この論題は韓国と米国を比較した資料を用い，家計で購入する場合に，夫婦間
の購買意思決定上の役割構造を比較分析した研究であった。発表が終わると，すぐに多くの
質問が寄せられた。特に，東洋と西洋間の文化的差異にともなう夫婦間の，購買意思決定に
おける役割差に対する問題が集中的に討議された。とりわけ商品の種類と類型により，その
意思決定パターンが変わる点に，大きな関心と質問が集中した。発表が終わり 3 時30分を過
ぎて，桃山学院大学総合研究所・飯塚進所長の閉会辞があった。
夕刻には両大学合同の晩餐会があり，その際，今後のセミナー進行について議論が交わさ
れた。特に，韓日間の言語的意思疎通問題が話題になった。また，一日に 3 人もの発表と討
論をこなすためには，さらに多くの時間が必要だという共通認識が得られた。このような問
題を解決するため，英語で発表しあってはどうかという問題が提起されたりもした。これは
同セミナーが真剣で熱意ある発表と討論により進行しているという証であるという結論とな
り，これを修正するための方案が深く議論された。
翌日の 7 月22日から23日および24日にかけて，計画されたプログラムにより見学会を持つ
ことになった。これは参加する発表者らの関心にしたがい，意見が反映されて調整された。
初日は新大阪の繊維物流センターを訪問した。新大阪は繊維の先進地域であり，大邱（テグ）
もまた韓国の繊維地域としての歴史と名声を有しており，相互交流の意味もいっそう大きい
と思われた。特に，卸売施設と管理の方式にあって，韓国より先んじた部分が多く，マーケ
ティングが専攻の私としては，研究上とても役に立った。午後には，大丸百貨店を訪問して，
デパート経営に関する政策，および消費者指向において先んじている大丸百貨店の経営方式
について，多くの質問や意見を交換した。私は，米国で自ら勉強し学習した先進理論が，こ
ちら大丸百貨店においても，すでに多くのことが実際に活用されているということを発見し
た。また，韓国のデパートも，一日も早く経営を消費者指向に転換しなければならないとい
う必要性を，より一層強く感じた。韓国に帰ってきて，大邱のデパート業界にも諮問を通じ
て寄与したい気持ちが強くなった。翌23日には京都に場所を移して，修学院離宮や桂離宮な
どを訪問し，日本の歴史と文化を鑑賞する時間を持った。近代化に先んじた日本は，歴史や
文化を保存してその伝統を続けるという点で，私たちより一歩先んじていることを感じ，我々
の進むべき新しい方向を考えてみた。歴史を記録し再確認して，固有の文化的伝統を維持し，
民族的な特性を向上発展させるということが，すべからく先進国となる道だと考えた。
7 月24日には天神祭を見物した。そのあと，トヨタ自動車会社を訪問し，その工程過程を
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見学した。当時，日本の自動車技術はすでに世界的な水準に達していたし，とりわけカンバ
ン方式を通じて生産性向上に画期的な成果を上げていた。こんにち，カンバン方式はコンピュー
タ化され，現代的 ERP システムとして発展している。コンピュータによって，原材料の購
入から生産工程や物流システムに至るまで，すべて一貫的に管理運営されている。しかし，
30余年前，トヨタのカンバン方式は，自動車組立工程において原価低減と共に，原材料供給
における画期的な管理技法として脚光を浴びた技法だった。現在でも，韓国の現代自動車や
起亜自動車が，日本の自動車技術を凌駕したということはできないが，世界 5 大自動車メー
カーにまで成長している。こうした韓国自動車工業の発展史を顧みれば，隣国日本の技術と
刺激が大いに役立ったといわざるをえない。
世界における第一次および第二次産業革命のあと，先進的な西洋のすべての技術が東進し
伝播した。今日においても，先端技術は西洋から東方に移転され，また一層向上している。
もちろん，技術によっては，東方から西方に進むものがないとはいえない。いや，これから
は東洋で先端技術を発展させ，その世界的技術を西洋に伝播する時代に進まなければならな
いであろう。すでに西洋に先んじる相当な技術が，日本，韓国，中国においても着々と発展
していると考えられる。
（３）韓・日国際学術セミナー
1986年，日本の桃山学院大学で開催された学術交流以来，その名称は「韓・日国際学術セ
ミナー」と改称され推進された。日程は 3 泊 4 日で進行されることとなった。初日は入国し，
その夕刻に晩餐会を催し，両国および両校間の親交と友誼を確かなものとしつつ，翌日から
の行事に対する説明と論議を交わした。二日目は終日，朝から両校間の共同研究テーマに関
する両国の発表で進行された。また，両国間に言語上の問題があったため，常時，逐次通訳
を通じて進行された。翌日は，両国の文化史跡を訪問し鑑賞する行事を行うことになる。こ
の場合，訪問することとなる文化史跡は，慶州や海印寺，文禄・慶長の役以後に韓国に帰化
したキム・チュンソン将軍の霊廟が存在するウ・ロク村，およびや安東の河回（ハヘ）村な
どを探訪してきた。日本を訪問した時にも，これと類似の文化探訪がなされた。大阪城をは
じめとする周辺の文化史跡を探訪することにより，両国の文化を理解し，その歴史的背景を
学習することで，相互に理解の幅を広げる機会となった。
個人的には，1997年 3 月から2001年 2 月まで産業経営研究所長に就任し，1997年11月（18
回）と1999年11月（20回）の 2 度にわたって，啓明大学校で開催された「韓・日国際学術セ
ミナー」を主管した。また，日本で開催された1998年11月（19回）と，2000年11月（21回）
の国際学術セミナーへは，引率団長として桃山学院大学を訪問した。韓日交流20回目を特別
に記念して，1999年 8 月に桃山学院大学で開催された「第 2 回国際ベンチャーセミナー」に
招請され，筆者が韓国の「創業保育活動」に関して発表したことは，真に有意義で光栄な行
事であった。特にその当時，私は「韓国創業保育協会」(KOBIA）第 3 代会長という責任者
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として活動していたので，より一層その参席が有意義で，相互交流のためにも適切な状況に
あったと考えられる。このような韓日交流の活動は，日本や韓国および中国が主軸になって
創立した「アジア創業保育協会」(AABI）の，初代会長（堀場雅夫）と事務局を日本で引き
受けることになるにあたり，そのお膳立てになったのである。
私は，啓明大学校で約37年間奉職し，2012年 2 月に退職して現在 5 年目をむかえる。振り
返ってみれば，韓日学術交流の中心で活動したその時期が，私としては大学教授生活のうえ
で最もやり甲斐のあった，大切な思い出の多い機会であったと記憶している。このような韓
日交流が成功裡に成り立つことになった背後には，両大学の総長・学長，ならびに研究所所
長らの活動や努力が大きな役割を果たしたと思われる。とりわけ，学術文化交流の功績を特
別に認められて，2016年 2 月，啓明大学校において名誉法学博士学位を受けられた徐龍達教
授と，すでに故人となられた桃山学院大学名誉博士の金淇（啓明大）教授の情熱と奉仕精
神なしでは，決して達成しえなかった快挙であった。さらに徐龍達教授は，韓日交流の生き
証人であり，民間外交家として大きな奉仕をなされたことに，心から深い尊敬の意を表明し
たい。また，韓日関係の難局のたびに困難な問題を解決してくれたり，世話をしてくださっ
た全在紋（チョン・ジェムン）教授の隠れた功労にも，深い感謝を申し上げざるをえない。
本文を終えるにあたり戸外を眺めると，窓を通して春の花・桜が華麗に映る。啓明大学校
と桃山学院大学の永遠の友情と，交流の絶えざる発展を祈る。
（2016年 4 月 3 日，チョ・ボンジン）
桃山学院大学名誉教授 全在紋訳
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桃山・啓明国際交流資料Ⅰ
（１）桃山学院大学・啓明大学校 国際学術セミナー「協議会議事録」(第 1 回［1982］～
第35回［2014]）
国際学術セミナーのつど開催される「協議会議事録」の要点を，筆者（伊代田) の判断で
一覧表にしたものである。セミナーの反省点を踏まえ，次回（もしくは次回以降）に関する
合意事項が中心である。その他の重要な合意文書の一部も含む (総合研究所保存文書より作
成)。
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付表１ 桃山・啓明協議会議事録
回（開催校）
開催日
発表テーマ
（人数)
摘要（実施学術セミナーを踏
まえて次回以降について協議）
（非開催校）代表団人数
（滞在日数等）および
（開催校）議事録作成協
議出席者
第１回 (桃山)
1982.7.23 (金)
（年２回開催
を継続)
２名（予定３
名のところ)
（1）共同研究発表会につい
て率直な意見交換（検討課題
示す)。(2）啓明大学校代表
団の希望に沿い見学または訪
問を実施。(3）発表論文は
『総合研究所所報』に掲載。
＊万博基金による研究費申請
＊松下幸之助関係資料の発送
について
（桃山）総合研究所長
植村省三他４名（啓明）
産業経営研究所長金淇
他４名
第２回 (啓明)
1982.12.17
(金)
年２回（1983
年）
２名 （1) 報告者国語で論文作成，
開催校で翻訳。(2) 主催校の
雑誌への掲載原稿についても
同様。
４名（啓明）産業経営研
究所長金淇他３名（桃
山）総合研究所長植村省
三他４名
第３回 (桃山)
1983.7.22 (金)
テーマ（統一，
自由各１名)
次回交換教授制度協議 （桃山）総合研究所長飯
塚進他４名
（啓明）産業経営研究所
長金淇他４名
桃山・啓明所
長間協議書
1983.7.22
（金)
啓明（日本万国博覧会記念協
会学術交流図書購入58年度事
業補助金，
1,000,000）
（啓明）産業経営研究所
長金淇
（桃山）総合研究所長飯
塚進
第４回 (啓明)
1983.12.18
（年１回２日
間開催に)
統 一 テ ー マ
「韓日経営比
較研究」(各
大学統一，自
由各テーマ１
計４題目)
総合報告書を（日韓両国言語
で）発刊する
共同研究を目指し交換教授制
度検討
５名（滞在４泊５日）
（啓明）産業経営研究所
長金淇他４名（桃山）
総合研究所長飯塚進他３
名
第５回 (桃山)
1984.12.20
（年１回発表
２日間)
統 一 テ ー マ
「日韓経済比
較研究」の方
向で努力（各
大学２計４題
目）
（1)，(2）第２回に同じ
総合報告書を発行する。
交換教授制度の実現に努力す
る。
５名（滞在４泊５日）
（桃山）総合研究所長飯
塚進他７名
（啓明）企画室長印金権
植他３名
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沖浦和光学長
来韓特別協議
会
1985.3.22
(1）第５回議事録を再確認，
(2）窓口：(啓明)企画室長，
(桃山)総合研究所，(3) 交換
教授制度について相互に検討，
(4) 文化，歴史，芸術，民族
分野についても検討
（桃山）学長沖浦和光
（教育後援会会長品川実
男同席）(啓明）企画室長
趙峰震他５名
第６回 (啓明)
1985.12.22
（日）
統 一 テ ー マ
「日韓経済比
較」(各大学
統一テーマ，
自由テーマ各
１計４題目)
（1)，(2）第２回に同じ。交
換教授制度については相互に
検討。
名称を共同研究発表会から国
際学術セミナーに（第７回以
降）変更
＊英語使用について論議した。
５名（滞在４泊５日）
（啓明）産業経営研究所
長鄭基淑他３名（桃山）
総合研究所長伊代田光彦
他３名
第７回 (桃山)
1986.12.19
各大学２題目，
訪問側は３題
目可
（1) 発表は報告者言語で作
成，翻訳は開催校で行う。(2)
日韓経済比較統一テーマ終了
時に報告集Ⅱ作成。(3) その
他（これまでの合意事項を尊
重)。
５名（滞在４泊５日）非
開催校から通訳１名追加
（両大学で了解が得れれ
るならば可）
（桃山）総合研究所長伊
代田光彦他８名（啓明）
産業経営研究所長全基淑
他４名
第８回 (啓明)
1987.12.17
統 一 テ ー マ
｢韓日社会・
経済比較｣
（今後３年間)
（1)，(3）は第７回に同じ。
（2) 国際学術セミナー報告
集Ⅱ（第６回～８回) を刊行
（1989年）
参加人数（滞在日数)，通
訳追加条件第７回に同じ。
（啓明）産業経営研究所
長申壽他８名（桃山）
総合研究所長伊代田光彦
他４名
学術交流協議
1988.2.16
研究員の交換，資料交換 （啓明）企画室長趙
（桃山）総合研究所長伊
代田光彦
第９回 (桃山)
1988.12.21
４題目プラス
（６題目まで）
可
（1)，(3) は第７回に同じ。
（2）国際学術セミナー報告
集Ⅱ（第６回～８回）を刊行
（1989年)。報告集第９～11
回作成（刊行努力）
参加人数（滞在日数)，通
訳追加条件第７回に同じ。
（桃山）総合研究所長伊
代田光彦他７名 （啓明）
産業経営研究所長代理全
景泰他４名
第10回 (啓明)
1989.11.14
＊統一テーマ
「日韓の社会・
経済比較」
４題目プラス
（６題目まで）
可
（1)，(3) は第７回に同じ。
（2) 論文集作成第９～11回
（刊行努力）
（4）見学先は３か月前まで
に申し出る。
参加人数（滞在日数)，通
訳追加条件第７回に同じ。
（啓明）産業経営研究所
長金柄夏他３名（桃山）
総合研究所長並川宏彦，
訪問代表団長徐龍達他４
名
第11回 (桃山)
1990.12.19
２日間４題目
を原則とする
（1) 開催校国語で印刷，翻
訳は開催校で行う。(2) 通訳
は開催校で用意する。(3) 虚
礼廃止，非開催校発表者には
開催校学長より感謝状を授与
する。
（非開催校）所長および
発表者とし上限３名とす
る。通訳は開催校で用意
する。
（桃山）総合研究所長並
川宏彦９名
（啓明）産業経営研究所
長朴佑龍他２名
第12回 (啓明)
1991.11.27
統 一 テ ー マ
｢日韓の社会・
文化比較｣
（1）原稿は発表者母国語で
作成，必要に応じて開催校は
相手国語に翻訳する。
（非開催校) 所長，報告
者，学術討論者とし上限
５名。通訳は開催校で用
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（２日間 4 題
目を原則とす
る）
（2）開催校はセミナー発表
者に学長（総長）の感謝状を
授与する。
＊国際学術セミナー報告集
（Ⅲ）｢日韓社会・経済比較
の諸問題」1992年度内に発行。
意する。
（啓明）産業経営研究所
長呉世昌
（桃山）総合研究所長熊
谷次郎
（他出席者の記載なし）
第13回 (桃山)
1992.11.18
統 一 テ ー マ
「日韓社会・
経 済 比 較 」
(２日間４題
目を原則とす
る）
（1)，(2）は第12回に同じ。 （非開催校）からの参加
者および通訳（第12回に
同じ)。
（桃山）総合研究所長熊
谷次郎
（啓明）産業経営研究所
長呉世昌
第14回 (啓明)
1993.11.19
統一テーマ第
13 回 に 同 じ
（２日間４題
目を原則とす
る)。
（1)，(2）は第12回に同じ。 （非開催校）からの参加
者および通訳（第12回に
同じ)。
（啓明）産業経営研究所
長金南
（桃山）総合研究所長松
永俊男
第15回 (桃山)
1994.11.16
統一テーマ第
13 回 に 同 じ
（２日間４題
目を原則とす
る)。
（1)，(2）は第12回に同じ。
＊国際学術セミナー報告集
（Ⅳ）(第12回～第14回）を
1995年度内に発行。
（非開催校）からの参加
者および通訳（第12回に
同じ)。
（桃山）総合研究所長松
永俊男
（啓明）産業経営研究所
長金南
第16回 (啓明)
1995.11.15
統 一 テ ー マ
「日韓企業経
営の比較・日
韓の社会と文
化」(２日間
４題目を原則
とする）
（1)，(2）は第12回に同じ。 （非開催校）からの参加
者および通訳（第12回に
同じ)。
（啓明）産業経営研究所
長姜泰景（桃山) 総合研
究所長後藤邦夫
第17回 (桃山)
1996.11.13
統 一 テ ー マ
「日韓企業経
営の諸問題」
(第18回～20
回)（２日間
４題目を原則
とする）
（1)，(2）は第12回に同じ。 （非開催校）からの参加
者および通訳（第12回に
同じ)。
（桃山)総合研究所長後藤
邦夫
（啓明）産業経営研究所
長姜泰景
第18回 (啓明)
1997.11.11
統一テーマ第
17 回 に 同 じ
（２日間４題
目を原則とす
る)。
（1)，(2）は第12回に同じ。
＊国際学術セミナー報告集
（Ⅴ）
『日韓の社会・文化・経営比
較』(1998年度発行）
（非開催校）からの参加
者および通訳（第12回に
同じ)。
（啓明) 産業経営研究所
長趙峰震
（桃山) 総合研究所長後
藤邦夫
第19回 (桃山)
1998.11.17
統一テーマ第
17 回 に 同 じ
（２日間４題
目を原則とす
る)。
（1)，(2）は第12回に同じ。 （非開催校）からの参加
者および通訳（第12回に
同じ)。
（桃山) 総合研究所長後
藤邦夫
桃山学院大学総合研究所紀要 第42巻第１号196
（啓明) 産業経営研究所
長趙峰震
第20回 (啓明)
1999.11.10
統一テーマ第
17 回 に 同 じ
（２日間４題
目を原則とす
る)。
（1)，（2）は第12回に同じ。（非開催校）からの参加
者および通訳（第12回に
同じ)。
（啓明) 産業経営研究所
長趙峰震
（桃山) 総合研究所長津
田和夫
第21回 (桃山)
2000.11.13
統一テーマ第
17 回 に 同 じ
（２日間４題
目を原則とす
る)。
（1)，(2）は第12回に同じ。
＊国際学術セミナー報告集
（Ⅵ）
『日韓企業経営の諸問題』
(2001年度発行）
（非開催校）からの参加
者および通訳（第12回に
同じ)。
（桃山) 総合研究所長津
田和夫
（啓明) 産業経営研究所
長趙峰震
第22回 (啓明)
2001.11.14
統 一 テ ー マ
「日韓経済お
よび企業経営
の 諸 問 題 」
(２日間４題
目を原則とす
る）
（1)，(2）は第12回に同じ。
＊次回20周年記念式典を挙行
（非開催校）からの参加
者および通訳（第12回に
同じ)。
（啓明) 産業経営研究所
長李炳贊
（桃山) 総合研究所長津
田和夫
第23回 (桃山)
2002.11.13
統一テーマ第
22 回 に 同 じ
（２日間４題
目を原則とす
る)。
（1）発表論文原稿は母国語
または英語で作成し，相手校
に送る。双方の大学で母国語
に翻訳する。
（2）完成論文についても同
様である。それぞれが刊行す
る紀要等に掲載する。
（3）開催校はセミナー発表
者に学長（総長）の感謝状を
授与する。
（非開催校）からの参加
者および通訳（第12回に
同じ)。
（桃山) 総合研究所長津
田和夫
（啓明) 産業経営研究所
長李炳贊
第24回 (啓明)
2003.11.25
統 一 テ ー マ
「日韓経済・
社会の諸問題」
(２日間４題
目を原則とす
る)。
（1)，(2)，(3）は第23回に
同じ。
国際学術セミナー報告集（Ⅶ）
(第21回～23回）『日韓経済お
よび経営の諸問題』(2004年
度発行）
（非開催校）からの参加
者および通訳（第12回に
同じ)。
（啓明）産業経営研究所
長李炳贊
（桃山）総合研究所長長
谷川彰
第25回 (桃山)
2004.11.10
統一テーマ第
24 回 に 同 じ
（２日間４題
目を原則とす
る）
（1)，(2)，(3）は第23回に
同じ。
（非開催校）からの参加
者および通訳（第12回に
同じ)。
（桃山) 総合研究所長志
保田務
（啓明) 産業経営研究所
長李炳贊
第26回 (啓明)
2005.11.9
統一テーマ第
25 回 に 同 じ
（２日間４題
目を原則とす
る）
（1)，(2)，(3）は第23回に
同じ。
（非開催校）からの参加
者および通訳（第12回に
同じ)。
（啓明) 産業経営研究所
長李炳贊
（桃山) 総合研究所長志
保田務
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第27回 (桃山)
2006.11.1
統一テーマ第
25 回 に 同 じ
（２日間４題
目を原則とす
る）
（1)，(2)，(3）は第23回に
同じ。
（非開催校）からの参加
者および通訳（第12回に
同じ)。
（桃山) 総合研究所長岸
本裕一
（啓明) 産業経営研究所
長李炳贊
第28回 (啓明)
2007.11.7
統 一 テ ー マ
「日韓経済・
経営および文
化の諸問題」
(２日間４題
目を原則とす
る｡）
（1)，(2)，(3）は第23回に
同じ。
（非開催校）からの参加
者および通訳（第12回に
同じ)。
（啓明) 産業経営研究所
長賢正
（桃山) 総合研究所長岸
本裕一
第29回 (桃山)
2008.11.6
統一テーマ第
28 回 に 同 じ
（２日間４題
目を原則とす
る)。
（1)，(2)，(3）は第23回に
同じ。
（非開催校）からの参加
者および通訳（第12回に
同じ)。
（桃山) 総合研究所長岸
本裕一
（啓明) 産業経営研究所
長賢正
第30回 (啓明)
2009.11.11
統一テーマ第
28 回 に 同 じ
（２日間４題
目を原則とす
る)。
（1)，(2)，(3）は第23回に
同じ。
（非開催校）からの参加
者および通訳（第12回に
同じ)。
（啓明) 産業経営研究所
長賢正
（桃山) 総合研究所長岸
本裕一
第31回 (桃山)
2010.11.10
統一テーマ第
28 回 に 同 じ
（２日間４題
目を原則とす
る)。
（1)，(2)，(3）は第23回に
同じ。
（非開催校) 所長，発表
者，学術討論参加者等と
し，上限６～７名とする。
通訳は開催校で用意する。
（桃山) 総合研究所長鈴
木幾多郎
（啓明) 産業経営研究所
長賢正
第32回 (啓明)
2011.11.9
統一テーマ第
28 回 に 同 じ
（２日間４題
目を原則とす
る)。
（1)，(2)，(3）は第23回に
同じ。
＊発表論文の合本（国際学術
セミナー報告集）は刊行しな
い。
（非開催校) 所長，報告
者，学術討論者とし上限
５名。通訳は開催校で用
意する。
（啓明) 産業経営研究所
長崔晩基
（桃山) 総合研究所長鈴
木幾多郎
第33回 (桃山)
2012.11.28
統一テーマ第
28 回 に 同 じ
（２日間４題
目を原則とす
る)。
（1)，(2)，(3）は第23回に
同じ。
＊発表論文の合本（国際学術
セミナー報告集）は刊行しな
い。
（非開催校）からの参加
者および通訳（第32回に
同じ)。
（桃山) 総合研究所長矢
根真二
（啓明) 産業経営研究所
長崔晩基
第34回 (啓明)
2012.11.14
統一テーマ第
28 回 に 同 じ
（２日間４題
（1)，(3）は第23回に同じ。
（2）発表後，相手校から送
られてきた英文要旨付きの完
（非開催校）からの参加
者および通訳（第32回に
同じ)。
（２）国際学術セミナー
第 1 回（1982）から第36回（2015）までの発表者，発表論文を示す。総合研究所の国際交
流サイトからダウンロード。
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目を原則とす
る)。
成論文原稿は，日本語，韓国
語，または英語で各大学にお
いて刊行される論文集に掲載
する。啓明大学校の場合は公
の審査を通った論文は『経
営経済』にその他は『会計レ
ビュー』などに掲載する。
（桃山) 総合研究所長代
理伊代田光彦
（啓明) 産業経営研究所
長崔晩基
第35回 (桃山)
2014.11.12
統一テーマ第
28 回 に 同 じ
（２日間４題
目を原則とす
る)。
（1)，(2)，(3）は第34回に
同じ。
（非開催校）からの参加
者および通訳（第32回に
同じ)。
（啓明) 産業経営研究所
長崔武振
（桃山) 総合研究所長代
理村上あかね
付表２ 国際学術セミナー（演題および講師)
開催数
(場所) 開催年 テーマ 報告者
第１回
(桃山)
1982.
7.22～23
韓・日経営比較研究の比較経営
学的方法
金淇（啓明大学校経営大学教
授)
韓日会計公示制度の比較 鄭基淑（啓明大学校経営大学教授)
第２回
(啓明)
1982.12.16
～17
オフイス・オートメーション
（OA）と日本の経営 伊藤淳己（経営学部教授）
研究開発の社会学的研究 倉橋重史（社会学部教授)
第３回
(桃山)
1983.7.21
～22
韓国の独寡占企業の集中度およ
び利潤率
姜泰景（啓明大学校社会科学大
学副教授）
韓国繊維産業の現況と生産性向
上
李炳贊（啓明大学校経営大学副
教授）
購買意志決定の役割構造 趙峰震（啓明大学校経営大学副教授）
第４回
(啓明)
1983.12.17
～18
日本的経営組織と集団主義 植村省三（経営学部教授）
日本における会計諸法規の改正
とその後の動向 全在紋（経営学部助教授）
第５回
(桃山)
1984.12.18
～19
日本経営史研究の現状と課題 長谷川 彰（経営学部教授）
李（イ）徳（ドゥ）懋（ム）の
経済経営思想
金柄夏（啓明大学校社会科学大
学経済学科教授）
日本商人の思想と行動 ―江戸期
商人の家訓から― 鈴木幾多郎（経営学部教授）
韓国における商法および企業会
計基準の改正
崔永坤（啓明大学校経営大学助
教授）
第６回
(啓明)
1985.12.20
～21
韓日主要中小企業法の比較研究 鄭基淑（啓明大学校産業経営研究所所長）
日本の中小企業問題 ―日韓中小
企業比較のための予備的考察― 庄谷邦幸（経済学部教授）
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先端技術産業における韓・日比
較
高在経（啓明大学校社会科学大
学貿易科副教授）
リサーチパーク・コンプレック
スと新産業コンプレックス 後藤邦夫（経営学部教授）
第 7 回
(桃山)
1986.12.17
～18
日韓国際収支と対外ポジション
の比較研究 ―国際収支発展段階
説からの一視角―
蕗谷硯児（経済学部教授）
大邱地域中小繊維企業の輸出戦
略のための事例研究 ―南安繊維
会社を中心として―
申壽（啓明大学校経営大学教
授)・李承（啓明大学校経営
大学教授)
韓国の中小企業と中小企業政策 金漢圭（啓明大学校社会科学大学副教授）
財閥資本研究の現状と課題 山下直澄（経済学部助教授）
第 8 回
(啓明)
1987.12.14
～15
日本企業のグローバリゼーショ
ンと国際競争・協調 今木秀和（経営学部教授）
中小企業協同小組合の運営実態
と展望
朴命鎬（啓明大学校経営大学副
教授）
経済の構造変化と個人企業 ―日・
英・韓比較― 伊代田光彦（経済学部教授）
韓国工業化初期の国際分業体系
への編入形態研究 ―韓・日・米
三角貿易関係の認識―
李孝永（啓明大学校社会科学大
学助教授）
日本における儒教活用の一局面 松浦 玲（経済学部教授）
第 9 回
(桃山)
1988.12.19
～20
老人の健康度と同別居 古谷野 亘（社会学部助教授）
現代日本における勤労者のライ
フスタイルについて ―その心理
学的考察―
西川一廉（社会学部教授）
80年代韓国労働運動の理念 ―社
会運動の論議を中心として―
李鍾・（啓明大学校社会科学
大学社会学科副教授）
日米経済摩擦と日本金融資本の
海外進出 鈴木 健（経済学部助教授）
韓国に進出した日本企業の経営
特徴に関する分析モデルと研究
方向 ―文化決定論的接近による
概念的研究―
崔晩基（啓明大学校経営大学助
教授）
韓国企業労使紛争の決定的要因
に関する研究
全景泰（啓明大学校社会科学大
学助教授）
第10回
(啓明)
1989.11.14
～15
日韓両国における農産物流通政
策の展開過程と展望 ―とくに牛
肉流通政策をめぐって―
岸本裕一（経営学部教授）
韓国の農産物流通政策と改善方
向
姜泰景（啓明大学校社会科学大
学教授）
韓国医療体系における葛藤の構
造分析
趙炳煕（啓明大学校社会科学大
学社会学科副教授）
田口卯吉における西洋経済学の
受容 熊谷次郎（経済学部教授）
経営存在と経営責任 ―経営戦略
論から経営責任論へ― 谷口照三（本学経営学部助教授）
名刹観光地実態比較分析 金相武（啓明大学校経営大学副教授）
第11回
(桃山)
1990.12.18
～19 国内市場の国際化戦略
朴佑龍（啓明大学校経営大学教
授）
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日韓キリスト教の比較研究 ―教
会史的視点を中心に― 蔵田雅彦（文学部専任講師）
韓国地方自治制度の社会・経済・
価値論的研究
崔松烈（啓明大学師範大学副教
授）
韓・日の産業集中度と経済力集
中比較
姜泰景（啓明大学校社会科学大
学教授）
地域格差と財政支出の経済効果
―日韓比較に向けて― 田平正典（経済学部教授）
第12回
(啓明)
1991.11.26
～27
情報システムの展開と構造マト
リックス 井上義祐（経営学部教授）
韓日貿易赤字改善の国際的マー
ケティング戦略研究
朴佑龍（啓明大学校経営大経営
科教授）
永井荷風の批判精神 ―『断腸亭
日乗』に見る韓国観を中心とし
て―
赤瀬雅子（文学部教授）
産業組織が国際貿易に及ぼす影
響
柳建佑（啓明大学校社会科学大
学貿易科副教授）
韓ソ新時代と環日本海圏国際関
係 鈴木博信（社会学部教授）
第13回
(桃山)
1991.11.17
～18
Debates on the Role of State and
Market : ‘Lessons’ from the
Experience of Korean Economic
Development
崔明周（啓明大学校社会科学大
学助教授）
保険と生活保障のイメージにつ
いての一考察 ―日本字のリスク
認識を中心に―
武田久義（経営学部教授）
近代韓日関係と巨文島漁業移民 呂博東（啓明大学校外国学大学日本学科副教授）
日韓・言語表現と人間関係の対
応の比較 柳父 章（文学部教授）
第14回
(啓明)
1993.11.16
～17
啓明大学校 アジアの仮面とその
社会 島 久洋（文学部教授）
APEC 地域の市場異質性に関す
る考察 ―アメリカ多国籍企業の
製品戦略分析―
權 業（啓明大学校社会科大学
教授）
牛肉輸入自由化の国内市場に及
ぼす影響とその緩和策 ―日本の
経験を1997年に予定される韓国
の牛肉輸入自由化措置に生かせ
るために―
岸本裕一（経営学部教授）
神の否定の否定 ―金恩国の「殉
教者」と遠藤周作の「沈黙」を
中心として―
金致洪（啓明大学校人文科学大
学教授）
第15回
(桃山)
1994.11.15
～16
劇なるツウピースとワンピース 金致洪（啓明大学人文科学大学教授）
ノリの社会学 小川博司（社会学部助教授）
接続産業連関表によるエネルギー
集約度の変化推移の分析 ―1975
～1990年―
金鎬彦（啓明大学校社会科学大
学経副教授）
自律分散型経営組織における権
限と責任 ―情報技術がもたらす
もの―
牧野丹奈子（経営学部専任講師）
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第16回
(啓明)
1995.11.14
～15
孤山尹善道と松尾芭蕉の自然観
の比較研究
兪玉姫（啓明大学校人文科学大
学副教授）
日本近世被差別民の生活と文化 寺木伸明（文学部教授）
経営哲学と組織倫理学 村田晴夫（経営学部教授）
AHP の GDSS 活用に関する研究 孫達鎬（啓明大学校師範大学商業教育学科副教授）
第17回
(桃山)
1996.11.12
～13
日韓様態表現の対照的研究 羅聖栄（啓明大学校人文科学大学日語日文学科教授）
韓国慶州の瞻星台 井本英一（文学部教授）
韓・日財務諸表の比較研究 鄭建永（啓明大学校経営大学副教授）
｢日本的生産システム」の海外移
転 ―アメリカ合衆国の状況― 鬼塚光政（本経営学部教授）
第18回
(啓明)
1997.11.11
～12
韓・日を含む主要国の観光情報
分析
呉益根（啓明大学校経営大学観
光経営学科副教授）
大邱地域観光情報システムの開
発に関する研究
金栄文（啓明大学校経営大学情
報学科副教授／
安鳳根（啓明大学校経営大学情
報学科副教授）
日本近代における「視覚障害者」
の処遇をめぐって 生瀬克己（文学部教授）
言語としての会計 全在紋（経営学部教授）
韓国企業と日本企業の海外事業
活動に関する比較分析 ―海外直
接投資と国際戦略的提携を中心
に―
金 （啓明大学校経営学部助
教授）
第19回
(桃山)
1998.11.17
～18
韓国と日本の経済危機比較分析
―原因と対策を中心として―
金 （啓明大学校経営学部経
営学科副教授）
ジャスト・イン・タイム方式の
諸問題 ―経済地理学の観点から
―
野尻 亘（文学部教授）
東アジア資本主義発展と市民社
会の役割
金栄鐵（啓明大学校社会科学大
学政経学科教授）
連結会計基準の韓・米・日比較 李重煕（啓明大学校経営大学経営学科教授）
日本の金融制度と銀行経営 ―第
二次世界大戦後半世紀の軌跡― 津田和夫（経済学部教授）
第20回
(啓明)
1999.11. 9
～10
在日韓朝鮮人の地方参政権 ―定
住外国人の市民的権利の獲得と
今後の展望― [第20回特別報告]
徐龍達（経営学部教授）
万国博覧会の研究 ―19世紀の技
術と社会― 種田 明（文学部教授）
Rozeff 配当決定模型の韓日配当
決定への適用に関する比較研究
金元基（啓明大学校経営大学経
営学科教授）
Innovation in Human Values and
Support Systems
NaonoriTSUDA（経済学部教授）
韓国ベンチャー企業の成功要因
に関する探索的研究
崔晩基（啓明大学校経営大学経
営学科教授）
大阪財政と企業経営 竹原憲雄（経済学部教授）
第21回
(桃山)
2000.11.14
～15
日本文化の開放と韓国人の日本
認識
黄逹起（啓明大学校国際大学日
本学科教授)
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韓国の日本文化開放政策の進展
と韓国での J-POP のマーケティ
ング ―日韓相互理解の促進に寄
与する観点から―
岸本裕一（経営学部教授)・李
惠眞（本学大学院生）
先物市場の発展と自律規制 權相璋（啓明大学校通商大学通商学科教授）
労働組合の雇用に関する影響 ―
組合効果の研究をもとに― 野田知彦（本学経済学部助教授）
第22回
(啓明)
2001.11.13
～14
A Brief History of Monetary Policy
in Post-war Japan : Credit
Squeezing and Foreign Exchange
Policy
Atsushi ICHINOSE（経済学部
教授）
韓・日貿易において Incoterms
選定基準に関する研究 ―大邱地
域貿易企業体を中心に―
呉世昌（啓明大学校通商大学通
商学科教授）
日本における企業集団税制改革
の動向 ―企業組織再編税制と連
結納税制度―
中田信正（経営学部教授）
韓国企業と日本の革新比較 ―全
社的革新経営と革新ミックス戦
略提示の観点から―
朴珠洪（啓明大学校経営大学経
営学科教授）
Recent Development of Business
Ethics in Japan : A Study of
University Education and Research
Topics
Teruso TANIGUCHI（経営学部
教授）
第23回
(桃山)
2002.11.12
～13
朝鮮総督府の神社政策と「敬神
崇祖」 青野正明（文学部助教授）
韓国における日本学研究の現況
と展望
李炳魯（啓明大学校国際大学日
本学科教授）
Endogenous Timing in Duopoly
Game with Complementary
Lobbying Activities
Shinji YANE （経済学部助教授）
韓・日・中財務報告書に関する
比較研究
鄭建永（啓明大学校経営大学会
計学科教授）
韓国企業の顧客関係管理（CRM）
システムの運用および活用実態
崔武振（啓明大学校経営大学経
営学科教授）
第24回
(啓明)
2003.11.24
～25
日本における設備投資予算研究
の現状と課題 清水信匡（経営学部教授）
投機とバブル，そして不動産価
格の変動 ―韓国と日本の事例を
中心に―
李在律（啓明大学校通商大学経
済学科教授）
日本における業績指標測定の現
状 河合隆治（経済学部専任講師）
2002韓日ワールドカップとスポー
ツ観光
康仁鎬（啓明大学校経営大学観
光経営学科副教授）
第25回
(桃山)
2004.11. 9
～10
銀行産業において BSC 成果指標
間の因果関係が存在するのか?
朴武絃（啓明大学校経営大学会
計学科教授）
日本企業における知的財産経営
の研究 ―遺伝子・ナノテク・燃
料電池に関する戦略的共同開発
の現状―
村山 博（経営学部教授）
旅行費用接近法による野外娯楽 李明憲（啓明大学校経済通商大
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施設の便益価値測定 ―大邱ウバ
ン・タワーランドを対象として
―
学経済学科副教授）
小泉政権の経済改革に見る不良
債権処理の特徴と問題点 中野瑞彦（経済学部助教授）
第26回
(啓明)
2005.11.8
～9
インドネシアに広がる韓流ドラ
マの人気 小池 誠（文学部教授）
韓国の内部会計管理制度 ―動向
と課題―
崔永坤（啓明大学校経営大学会
計学科教授）
高度経済成長下の都市化 ―門真
市の場合― 芝村篤樹（経済学部教授）
日本人旅行者から見た旅行先と
してのグアムのイメージ
李計煕（啓明大学校経営大学観
光経営科学助教授）
第27回
(桃山)
2005.11.8
～9
韓国における産業空洞化に関す
る研究
卞載雄（啓明大学校経済流通大
学通商学科教授）
知恩院蔵「観世音菩薩32応身図」
について 梅山秀幸（文学部教授）
インターネット音楽配信と韓国
音楽市場の変貌 ―韓流ブームを
踏まえて―
朴恵玲（本学大学院生)・岸本
裕一（経営学部教授）
韓国における日本大衆文化の受
入 ―1990年代以降の日本映画を
中心に―
黄逹起（啓明大学校国際大学日
本学科教授）
第28回
(啓明)
2007.11.6
～7
請約と関連した CISG 規定のも
とになりたつ電子通信に UN 電
子協約を適用した時の有意事項
世昌（啓明大学校通商学科教
授）
日本と韓国における自国語普及
施策の比較 友沢昭江（文学部教授）
ヴィジョンなき国家のアニメ ―
大友克洋作 Akira― 藤森かよ子（文学部教授）
不動産関連税制の問題点と改善
方案 ―2000年以降の改編内容を
中心として―
鄭然植（啓明大学校税務学科教
授)・崔庚洙（啓明大学校税務
学科教授）
第29回
(桃山)
2008.11.5
～6
ヒット曲にみる関西 ―歌の「三
都物語」― ～歌を通じた「関西
広域連合」を視野に入れたマー
ケティングの実際～
岸本裕一（経営学部教授)・森
川卓夫（前ワーナーミュージッ
クジャパン法務部長・本学兼任
講師）
円珍の唐留学と新羅人 李炳魯（啓明大学校日本学科教授）
Migration, Foreign Direct
Investment and Trade in Korea
徐正洙（啓明大学校通商学科教
授）
長期にわたる異文化接触による
文化変容 ―アメリカ・ブラジル
における日系高齢者のフィール
ドワークを通して
金本伊津子（経営学部教授）
第30回
(啓明)
2009.11.9
～10
JIT，管理会計情報，学習促進策
の相互関係が企業パフォーマン
スに与える影響
都相昊（啓明大学校社会科学大
学経済学科教授）
高齢化社会とシニア・マーケティ
ング 鈴木幾多郎（経営学部教授）
グローバル金融危機への政策対
応 ―公的資金投入問題を中心 中野瑞彦（経済学部教授）
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日本の金融ショックの波及：東
アジア諸国への銀行貸付動向か
らの検証
趙甲濟（啓明大学校社会科学大
学経済学科教授）
第31回
(桃山)
2010.11.9
～10
現代日本の森林問題の歴史的起
源とその構造 ―経済社会学の視
点から
大倉季久（社会学部講師）
韓国低所得層家計の類型と財務
状態分析
金聖淑（啓明大学校消費者情報
学科教授）
日韓両国の初等中等教育におけ
る相手言語の教育現況及び教育
課程についての比較考察
閔庚模（啓明大学校韓国文化情
報学科講師）
デジタル・ネットワーク時代に
おけるプライバシーをめぐる非
対称的倒錯状況
山本順一（経営学部教授）
第32回
(啓明)
2011.11.8
～9
The Effect of Consumer Animosity
on Purchase Intention of Japanese
Products : The Mediating Role of
Overall Country Image,
Ethnocentrism and Product
Judgment
朴命鎬（啓明大学校経営学科教
授）
Toward a High Quality of Life in
the Mature Society : Beyond GDP
伊代田光彦（経済学部教授）
｢内省的近代化」を文脈とする
CSR 解釈の試み －CSR の可能
性を展望する－
谷口照三（経営学部教授）
Research and Practice of
Electronic Intermediary Use in
Export Marketing
赫秀（啓明大学校国際通商学
科教授）
第33回
(桃山)
2012.11.27
～28
Alcohol Consumption and Gender
Difference
吉田恵子（経済学部准教授）
概念階層構造に基づいた知的検
索方法論を用いたサプライチェ
イン・マネジメントの最適化
楊根雨（啓明大学校電子貿易学
科助教授）
SPA ブランド ザラ（ZARA）の
事例研究
卞載雄（啓明大学校国際通商学
科副教授）
東日本大震災における国民感情
と憲法問題 ―政治思想研究の立
場から―
梅田百合香（経済学部准教授）
第34回
(啓明)
2013.11.13
～14
会計基準の国際化と税務会計 金光明雄（経営学部准教授）
社会的資本が持続可能な SCM と
CSR の成果に及ぼす影響：理論
考察を中心に
李敦姫（啓明大学校経営学科助
教授）
中国原産地管理制度の問題点と
改善方策に関する小考
朴盛浩（啓明大学校国際通商学
科助教授）
｢井邑詞」と伊勢物語の「井筒」 梅山秀幸（国際教養学部教授）
第35回
(桃山)
2014.11.11
～12
｢Corporate Tax Policy and Foreign
Direct Investment」―Based on
Empirical Analysis Considering
Neighboring Countries’ Policies―
田代昌孝（経済学部准教授）
｢企業の社会的責任活動の現状と
問題｣：目的かそれとも戦略か？
呉昌宇（啓明大学校観光広報学
科副教授）
（３）統一テーマ
第 1 回（1982）から第36回（2015）までの国際学術セミナーの統一テーマを示す。資料 1
（付表 1）および「総合研究所討議資料」(1996年11月12日）により作成。
統一テーマ
第 1 回（1982）～第 5 回（1984） ｢日韓企業経営の比較」
第 6 回（1985）～第 8 回（1987） ｢日韓経済比較」
第 9 回（1988）～第11回（1990） ｢日韓社会・経済比較」
第12回（1991） ｢自由テーマ」
第13回（1992）～第16回（1995） ｢日韓の社会・文化比較」
第17回（1996） ｢日韓企業経営の比較・日韓の社会と文化」
第18回（1997）～第22回（2001） ｢日韓企業経営の諸問題」
第23回（2002）～第25回（2004） ｢日韓経済および企業経営の諸問題」
第25回（2005）～第28回（2007） ｢日韓経済・社会の諸問題」
第29回（2008）～第36回（2015） ｢日韓経済・経営および文化の諸問題」
（４）国際学術セミナー報告集（Ｉ－Ⅸ）
国際学術セミナー第 1 （1982）から第29回（2008）の27年間の発表論文が，統一テーマご
とに日本語およびハングルで刊行した論文集。
国際学術セミナー報告集
国際学術セミナ―報告集（Ｉ）『日韓企業経営の諸問題』(第 1 回～ 5 回)，1986年12月。
国際学術セミナ―報告集（Ⅱ）『日韓経済の諸問題』(第 6 回～ 8 回)，1989年 9 月。
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｢地方分権とソフト予算の制約」 李友炯（啓明大学校経済金融学科副教授）
｢The Impact of Voluntary IFRS
Adoption on Japanese Public Com
panies」
小澤義昭（経営学部教授）
第36回
(啓明)
2015.11.11
12
Importance of Quantitatively
Comprehending the Advancement
of Reconstruction from Disasters :
Practical Example from the Great
East-Japan Earthquake
江川暁夫（経済学部准教授）
Perceived Risk, Travel Anxiety,
and Intention to Visit Japan after
Fukushima Disaster : Differences
between Koreans, Chinese and
Europeans
全秀賢（啓明大学校観光経営学
専攻教授）
Properties of Analyst Earnings
Forecasts Improve When Firms
are Managed by female CFOs?
仁（啓明大学校会計学専攻
教授）
Indirect Discrimination against
Japanese Women Workers
軽部恵子（法学部教授)
国際学術セミナ―報告集（Ⅲ）『日韓社会・経済の諸問題』(第 9 回～11回)，1993年 2 月。
国際学術セミナ―報告集（Ⅳ）『日韓の社会・文化比較』(第12回～14回)，1995年11月。
国際学術セミナ―報告集（Ⅴ）『日韓の社会・文化・経営比較』(第15回～17回)，1998年
月。
国際学術セミナ―報告集（Ⅵ）『日韓企業経営の諸問題』(第18回～20回)，2002年 3 月。
国際学術セミナ―報告集（Ⅶ）『日韓経済および企業経営の諸問題』(第21回～23回)，2004
年10月。
国際学術セミナ―報告集（Ⅷ）『日韓経済・社会の諸問題』(第24～26回）2006年10月。
国際学術セミナ―報告集（Ⅸ）『日韓経済・経営及び文化の諸問題』(第27～29回）2010年 3
月。
＊以後国際学術セミナー報告集は刊行しない（2011年11月19日第32回協議会決定）
（５）① 桃山学院大学総合研究所 『桃山学院大学・啓明大学校 交流の歩み』，1986年10
月。両大学間の交流の歩みを明らかにする｡「桃山学院大学・啓明大学校 学術，教育，文
化交流協定書」締結までの経緯，その後の交流を学術交流と学生交流に分け，1985年度まで
記述している。併せて関連資料を編集している。
 「	

」『 ! "#$』%&'()*+,-%.+/-012.-/--3。桃山学
院大学と啓明大学校との交流20年の沿革を示したものである。上記の①を約15年分補充し，
国際学術セミナー開催のプログラム，韓国歴史文化セミナー参加者数・同教職員リストなど
を表示している。本稿第 1 章の元になる論稿を含む。
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The Japan-Korea Exchange History in Academics,
Education and Culture
―Exchange between Momoyama Gakuin and Keimyung University (19812016)―
Written & Edited by : SUH Yong-Dal
IYODA Mitsuhiko
[Summary]
This paper deals with the history of academic, education and cultural exchange between
Momoyama Gakuin (Osaka) and Keimyung (Daegu) University (19812016). Ever since they
established their sister university relationship on 14 December 1981, the two universities devel-
oped multi-level exchanges among academics, students and administrative staffs and have ob-
tained rich results. This is perhaps not only the longest but also the most worthwhile and unique
example of the sister university-exchange between Japan and Korea. We explore this accomplish-
ment by tracing the development of each individual exchange. The paper also includes (1) the
prehistory of exchange agreement, and (2) professors’ opinions from the perspective of
Keimyung University. Finally, we have included a tentative conclusion with evaluation com-
ments. [This issue covers Preface, Chap. 1, Chap. 2, Chap. 3, and Resources I.]
